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Phrase-Dry Seminar

★　短答式筆記試験・逐条解説シリーズ　～　条約　～　★
《　条約の足切りだけは、絶対に回避しなければならない　》

短答式筆記試験は、２０１３年度以降劇的に難化し、合格率が約１０％に低下しました。さらに、２０１６年度試験からは科目別基準点制度（が導入され、２０１７年度の短答合格率は８．９％になりました。
　トータルで３９点をクリアしても、４５点取っても、条約で４点取れなければ足切りアウトです。
　なんとしても４点を死守して、足切りを回避しなければなりません。泣くに泣けません！

《　条約の出題傾向は？　》

２０１８年度から出題範囲が拡大しており、この傾向が続くと予想されます。
	
	２０１７年度
	２０１８年度
	２０１９年度
	

	PCT条約・規則
	５
	４
	４
	

	特184条の3、実48条の3
	１
	１
	０
	

	国願法
	０
	０
	１
	

	パリ条約
	２
	２
	２
	

	TRIPs協定
	２
	２
	２
	

	ハーグ・ジュネーブ改正協定
	０
	１
	１
	

	ＰＬＴ（特許法条約）
	０
	（１肢）
	０
	


《　青短・条約の構成　》

(1) ＰＣＴ－１：　ＰＣＴ、ＰＣＴ規則
(2) ＰＣＴ－２：　ＰＣＴ規則
(3) ＰＣＴ－３：　特１８４条の３、実４８条の３、国願法
(4) パリ条約　　　(5) ＴＲＩＰｓ協定　　　(6) ハーグ協定　　　(7) ＰＬＴ（特許法条約）
《　短答式筆記試験・逐条解説（青短）シリーズ・条約の特徴　》

　★ 平成１５年度以降の過去問を１肢ずつに分解し、条文順に配置しています
　★　出題されそうな論点を、〔予想問題〕で補強しています。
　★　条文の同時掲載により条文理解が高速に進み、勉強効率が飛躍的にアップします

　★ 重要な条項には多くの枝問が配置されますので、重要度が直感的に分かります

　　　※星印で出題頻度を表示（★★★☆☆☆☆☆☆☆）

《本資料の著作権は、フレーズドライ・ゼミナールに属するものとします》

　©Phrase-Dry Seminar  ( http://bengorok.jp/ ) 
《　PCTの流れ（図解）　》
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《　参考　：官庁・機関・書類　》
（１）　官庁・機関等
	ＷＩＰＯ
	世界知的所有権機関

World Intelectual Property Organization
	

	ＩＢ
	国際事務局

International Bureau
	機関の国際事務局及び、それが存続する限り、知的所有権保護合同国際事務局（ＢＩＲＰＩ）

	
	国内官庁
National Office
	特許を与える任務を有する締約国の政府の当局

	ＲＯ
	受理官庁

Receiving Office
	国際出願がされた国内官庁又は政府間機関


	ＩＳＡ
	国際調査機関

International Searching Authority
	国際調査を行う機関。国内官庁又は先行技術についての資料調査報告を作成する任務を有する政府間機関など。将来的に、単一の国際調査機関を設立する。

	ＩＰＥＡ
	国際予備審査機関

International Preliminary Examining Authority
	国際予備審査を行う機関


	ＤＯ
	指定官庁
Designated Office
	国際出願に基づく特許取得のために指定された国を指定国という。指定国の国内官庁を指定官庁という。

	ＥＯ
	選択官庁
Elected Office
	出願人が国際予備審査を請求するときに、国際予備審査の結果が利用される（IPERが送達される）国として、指定国の中から選択された国を選択国という。選択国の国内官庁を選択官庁という。


（２）　国際調査機関（ＩＳＡ）または国際予備審査機関（ＩＰＥＡ）が作成する書類

	ＩＳＲ
	国際調査報告

International Search Report

	ＩＳＡ見解書
	国際調査機関の見解書

Written Opinion of the International Searching Authority

	ＩＰＥＡ見解書
	国際予備審査機関の見解書

Written Opinion of the International Preliminary Examining Authority

	ＩＰＲＰ
	特許性に関する国際予備報告　※第１章と第２章がある

International Preliminary Report Patentability

	ＩＰＥＲ
	国際予備審査報告　※特許性に関する国際予備報告（第２章）と同じもの

International Preliminary Examining Report


《　PCTの流れと出題ポイント　》　　※A：PCT条約、R：PCT規則
①国際出願
★国際出願

　・ＰＣＴ締約国の居住者及び国民は、国際出願をすることができる　⇒A9(1)
・総会は、ＰＣＴ締約国ではないが、パリ条約の締約国であるいずれかの国の居住者及び国民に国際出願をすることを認めることを決定することができる　⇒A9(2)
　・二人以上の出願人がある場合は、一人でもA9(1)を満たせば良い　⇒R18.3

　・国際出願は、所定の受理官庁にする　⇒A10

　・願書は、国際公開の１０言語で提出する　⇒R12.1(c)
・国際公開の言語は、英語、フランス語、ドイツ語、日本語、中国語、韓国語、

　　スペイン語、ポルトガル語、ロシア語、アラビア語　⇒R48.3(a)
　　▼　１０か国　英仏独に　日中韓　イベリア半島　ロシアラビア　▼
　・願書以外は、受理官庁が認める言語で提出する　⇒R12.1(a)

★優先日／優先権主張
 ・国際出願は、パリ条約の締約国においてされた先の出願に基づく優先権を主張できる　⇒A8(1)
　・優先日 ⇒A2(xi)
優先権の主張（１２月以内）を伴う場合：その優先権の主張の基礎となる出願の日
　 ２以上の優先権の主張を伴う場合：それらの優先権の主張の基礎となる出願のうち最先の日

　 優先権の主張を伴わない場合：その出願の国際出願日
 ・優先権の主張は、優先日から三十箇月を経過する前にいつでも取り下げられる　⇒R90の2.3(a)
 ・指定国の指定は、優先日から三十箇月を経過する前にいつでも取り下げられる　⇒R90の2.2(a)
 ・優先権の主張の条件および効果は、原則としてパリ条約に従う　⇒A8(2)(a)

 ・Ａ国にした出願を基礎として優先権を主張し、ＰＣＴ出願でＡ国を自己指定した場合は、
　Ａ国においては、Ａ国の国内法に従う　⇒A8(2)(a)

・Ａ国にした出願を基礎として優先権を主張し、ＰＣＴ出願でＢ国のみを指定した場合は、
　Ｂ国の国内法に従う　⇒A8(2)(a)
★国際出願日
 ・一定の条件を満たせば、受理官庁が受理した日が国際出願日である　⇒A11(1)
　必要：　明細書と認められるもの、請求の範囲と認められるもの、など
　不要：　要約、発明の名称 →出願としては欠陥があるため、補充は求められる
・上記の必要なものがなければ補充を求め、補充の受理の日が国際出願日　⇒A11(2)
★受理官庁
・受理官庁は、(1),(2)のどちらかを出願人が選択する　⇒R19.1(a)

　　(1) 出願人が居住する、あるいは国籍を有する締約国の国内官庁

　　(2) 国際事務局
・受理官庁は、国際出願の一通（「受理官庁用写し」）を保持する　⇒A12(1)

・受理官庁は、国際出願の一通（「記録原本」）を国際事務局に送付する　⇒A12(1)

・受理官庁は、国際出願の一通（「調査用写し」）を、管轄国際調査機関に送付する　⇒A12(1)
②国際調査

★国際調査

　・すべての国際出願は、国際調査の対象になる　⇒A15(1)

　・国際調査は、関連のある先行技術を発見することを目的とする　⇒A15(2)
　　※新規性・進歩性・産業上利用可能性を審査する目的ではない

・先行技術は、当該国際出願日前に、公衆が利用できた、書面により開示されたもの　⇒R33.1(a)
　※非特許文献も含まれる

　・国際調査は、管轄国際調査機関が行う　⇒A16(1)
★国際調査機関（ISA）
・国際調査機関は、将来的に単一の機関になる予定がある　⇒A16(2)
　※国際予備審査機関には、そのような予定はない

・国際調査機関は、各受理官庁が特定する　⇒A16(2)

・国際調査機関は、総会が選定する（国内官庁など）　⇒A16(3)

・国際予備審査機関として選定されていることが必要である　⇒R36.1(5)
　
★国際調査報告（ISR）
　・国際調査報告を作成するための期間は、(1),(2)の遅いほう ⇒R42.1

　　(1) 国際調査機関が調査用写しを受領した日から三箇月の期間

　　(2) 優先日から九箇月の期間
　・国際調査報告は、やらない場合がある（第１７条(2)(a)の宣言）　⇒A17(2)(a)
　　※たとえば、あまりにも不明瞭な内容であるとか

　・国際調査報告は、当該国際出願の国際公開に用いられる言語とする　⇒R43.4
　・国際調査報告または第１７条(2)(a)の宣言の翻訳は、国際事務局の責任でされる　⇒A18(3)
　・国際調査報告または第１７条(2)(a)の宣言は、英語に翻訳する。　⇒R45.1
　・国際調査報告は、国際調査機関が、出願人と国際事務局に送付する　⇒A18(2)
 ・国際出願、国際調査報告または第１７条(2)(a)の宣言は、国際事務局によって、
　各指定官庁に送達される。　⇒A20(1)(a)

★発明の単一性
 ・国際調査機関は、国際出願が発明の単一性の要件を満たしていないは、出願人に対し追加手数料の支払を求める　⇒A17(3)(a)

　※出願人は、請求項を補正できない

 ・追加手数料を支払わない場合は、請求の範囲に最初に記載されている発明について、国際調査報告を作成する　⇒A17(3)(a)
★国際調査機関の見解書（ISA見解書）　⇒R43の2.1(a)

　・原則として、国際調査機関は、国際調査報告の作成と同時に、 
　　新規性、進歩性、産業上の利用可能性などについて、書面による見解を作成する
★特許性に関する国際予備報告(第１章)、IPRP(第１章)　⇒R44の2.1
・国際予備審査報告が作成された場合又は作成される予定の場合を除き、国際事務局は、「国際調査機関の見解書」に規定する事項についての報告を作成する。報告は、「国際調査機関の見解書」と同一の内容とする。

★第１９条補正　
　・出願人は、国際調査報告を受け取った後、
　　国際事務局に補正書を提出することにより、　
※国際調査機関ではない。補正しても国際調査機関は国際調査機関の見解書を直さないので。
　　国際出願の請求の範囲について、
　　一回に限り補正をすることができる　⇒A19(1)
　・国際調査機関による国際事務局及び出願人への国際調査報告の送付の日から二箇月の期間又は優先日から十六箇月の期間のうちいずれか遅く満了する期間　⇒R46.1
	
	第１９条補正
	第３４条補正

	補正ができる者
	国際調査報告を受け取った
国際出願の出願人
	国際予備審査の請求をした
国際出願の出願人

	補正の対象
	請求の範囲
	請求の範囲、明細書、図面

	回数
	１回
	回数制限なし

	補正できる期間
	国際調査報告の送付の日から２カ月または優先日から１６カ月の遅く満了する機関
	国際予備審査請求書提出時
国際予備審査報告が作成されるまで

	補正書提出先
	国際事務局
	国際予備審査機関


③国際公開
★国際公開

　・国際事務局は、国際出願の国際公開を行う　⇒A21(1)

　・優先日から十八箇月を経過した後速やかに行う　⇒A21(2)

　・国際公開の言語は、英語、フランス語、ドイツ語、日本語、中国語、韓国語、

　　スペイン語、ポルトガル語、ロシア語、アラビア語　⇒R48.3(a)
　　▼　１０か国　英仏独に　日中韓　イベリア半島　ロシアラビア　▼
　・国際調査報告または第１７条(2)(a)の宣言も公開される　⇒R48.2(a)(v)

　　（国際調査機関の見解書も、同時にWeb条で公開される）

④国際予備審査

★国際予備審査
　・国際出願は、出願人の国際予備審査の請求により、国際予備審査の対象とする　⇒A31(1)
 ・出願人は、管轄国際予備審査機関に対して、国際予備審査を請求する　⇒A31(6)
　・国際予備審査は、請求の範囲に記載されている発明について、新規性・進歩性などに関する
　　予備的なかつ拘束力のない見解を示すことを目的とする　⇒A33(1)
 ・国際予備審査の請求は、次の期間のうちいずれか遅く満了する期間まで　⇒R54の2.1(a)
（ⅰ） 出願人への国際調査報告又は第十七条（２）（ａ）の宣言及び
国際調査機関の見解書の送付から三箇月

（ⅱ） 優先日から二十二箇月
　・国際予備審査は、国際予備審査機関が行う　⇒A32(1)
 ・出願人は、指定国の中から、国際予備審査の結果を利用することを出願人が意図する一又は二以上の締約国（「選択国」）を選択する　⇒A31(4)

 ・国際事務局は、各選択官庁に対し自己が選択官庁とされた旨を通知する　⇒A31(7)、R61.2(a)
★国際予備審査機関（IPEA）
　・国際予備審査機関は、総会が選定する（国内官庁など）　⇒A16(3)準用　
 ・受理官庁は、国際予備審査機関と国際事務局との間の関係取決めに従い、国際予備審査を管轄することとなる１又は２以上の国際予備審査機関を特定する。　⇒A32(2)
★国際予備審査機関の見解書（IPEA見解書）
 ・国際予備審査機関は、国際予備審査報告が否定的となる場合などに、出願人にその旨を書面で通知する　⇒R66.2
・一定の場合、国際調査機関の見解書（ISA見解書）で代用される　⇒R66.1の2(a)
★第３４条補正

・国際予備審査報告が作成される前に、所定の方法で及び所定の期間内に、請求の範囲、明細書及び図面について補正をする権利を有する　※回数制限なし　⇒A34(2)(b)

・補正書は、国際予備審査機関に提出する　⇒R66.1
★国際予備審査報告（IPER）　（特許性に関する国際予備報告(第２章)、IPRP(第２章)）
 ・国際予備審査機関は、明細書が明瞭でないなどのために有意義な見解を示すことができないと認める場合には、進歩性・新規性・産業上利用可能性を検討せず、その旨を国際予備審査報告に記述する。その場合、進歩性・新規性・産業上利用可能性についていかなる記述もしてはならない。　⇒A34(3)
 ・請求の範囲に記載されている発明がいずれかの国内法令により特許を受けることができる発明であるかどうかの問題についてのいかなる陳述をも記載してはならない。　⇒A35(2)

・国際予備審査機関は、国際予備審査報告を、所定の附属書類とともに、出願人及び国際事務局に送付する　⇒A36(1)

・国際予備審査報告の翻訳文は、国際事務局により作成される　⇒A36(2)(b)

・国際予備審査報告の附属書類の翻訳文は、出願人により作成される　⇒A36(2)(b)
 ・国際予備審査報告は、所定の翻訳文及び原語の附属書類とともに、国際事務局が各選択官庁に送達する　⇒A36(3)(a)
・附属書類の所定の翻訳文は、出願人が所定の期間内に選択官庁に送付する　⇒A36(3)(b)

※翻訳文は、英語だと思われる（R72.1(a)）
・国際公開には含まれていない(R48.2(a))
★発明の単一性
 ・国際予備審査機関は、国際出願が発明の単一性の要件を満たしていないは、出願人に対し追加手数料の支払、または減縮補正を求める　⇒A34(3)(a)

　※出願人は、請求項を補正できる ⇔ 国際調査の場合は補正できない

 ・追加手数料を支払わない場合は、主発明であると認められる発明について、国際予備審査報告を作成する　⇒A34(3)(c)
　※ 国際調査の場合は、「請求の範囲に最初に記載されている発明」であった 
⑤指定国への国内移行（国内段階）
 ・出願人は、優先日から三十箇月を経過する時までに各指定官庁に対し、国際出願の写し（第二十条の送達が既にされている場合を除く。）及び所定の翻訳文を提出し並びに、該当する場合には、国内手数料を支払う。　⇒A22(1)

 ・指定官庁は、優先日から３０カ月以内に、国際出願の処理・審査を行つてはならない　⇒A23(1)

・ただし、出願人の明示の請求により、国際出願の処理・審査をいつでも行える　⇒A23(2)

★　PCT [Patent Cooperation Treaty] ★
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
前文
締約国は、

科学及び技術の進歩に貢献することを希望し、

発明の法的保護を完全なものにすることを希望し、

複数の国において発明の保護が求められている場合に発明の保護の取得を簡易かつ一層経済的なものにすることを希望し、

新たな発明を記載した文書に含まれている技術情報の公衆による利用が容易かつ速やかに行われるようにすることを希望し、

開発途上にある国の特別の必要に応ずる技術的解決の可能性に関する入手の容易な情報を提供することにより、また、絶えず増大する近代技術の利用を容易にすることにより、国内的制度であるか広域的制度であるかを問わず開発途上にある国における発明の保護のための法律制度の効率を高めるための措置を採用することを通じてその経済発展を助長し及び促進することを希望し、

諸国間の協力がこれらの目的の達成を極めて容易にすることを確信して、

この条約を締結した。
序
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第一条　　同盟の設立

（１） この条約の締約国（以下「締約国」という。）は、発明の保護のための出願並びにその出願に係る調査及び審査における協力のため並びに特別の技術的業務の提供のための同盟を形成する。この同盟は、国際特許協力同盟という。

（２） この条約のいかなる規定も、工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国の国民又は居住者の同条約に基づく権利を縮減するものと解してはならない。

★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二条　　定義

この条約及び規則の適用上、明示的に別段の定めがある場合を除くほか、

（ⅰ） 「出願」とは、発明の保護のための出願をいう。「出願」というときは、特許、発明者証、実用証、実用新案、追加特許、追加発明者証及び追加実用証の出願をいうものとする。

（ⅱ） 「特許」というときは、特許、発明者証、実用証、実用新案、追加特許、追加発明者証及び追加実用証をいうものとする。

（ⅲ） 「国内特許」とは、国内当局によつて与えられる特許をいう。

（ⅳ） 「広域特許」とは、二以上の国において効力を有する特許を与える権限を有する国内当局又は政府間当局によつて与えられる特許をいう。

（ⅴ） 「広域出願」とは、広域特許の出願をいう。

（ⅵ） 「国内出願」というときは、この条約に従つてされる出願以外の国内特許及び広域特許の出願をいうものとする。

（ⅶ） 「国際出願」とは、この条約に従つてされる出願をいう。

（ⅷ） 「出願」というときは、国際出願及び国内出願をいうものとする。

（ⅸ） 「特許」というときは、国内特許及び広域特許をいうものとする。

（ⅹ） 「国内法令」というときは、締約国の国内法令又は、広域出願若しくは広域特許にあつては、広域出願をすること若しくは広域特許を与えることについて規定している条約をいうものとする。

（ⅹⅰ） 「優先日」とは、期間の計算上、次の日をいう。

（ａ） 国際出願が第八条の規定による優先権の主張を伴う場合には、その優先権の主張の基礎となる出願の日

（ｂ） 国際出願が第八条の規定による二以上の優先権の主張を伴う場合には、それらの優先権の主張の基礎となる出願のうち最先のものの日

（ｃ） 国際出願が第八条の規定による優先権の主張を伴わない場合には、その出願の国際出願日

（ⅹⅱ） 「国内官庁」とは、特許を与える任務を有する締約国の政府の当局をいう。「国内官庁」というときは、二以上の国から広域特許を与える任務を委任されている政府間当局をもいうものとする。ただし、これらの国のうち少なくとも一の国が締約国であり、かつ、この条約及び規則が国内官庁について定める義務及び権限を負い及び行使することをこれらの国が当該政府間当局に委任している場合に限る。

（ⅹⅲ） 「指定官庁」とは、第一章の規定に従い出願人によつて指定された国の国内官庁又はその国のために行動する国内官庁をいう。

（ⅹⅳ） 「選択官庁」とは、第二章の規定に従い出願人によつて選択された国の国内官庁又はその国のために行動する国内官庁をいう。

（ⅹⅴ） 「受理官庁」とは、国際出願がされた国内官庁又は政府間機関をいう。

（ⅹⅵ） 「同盟」とは、国際特許協力同盟をいう。

（ⅹⅶ） 「総会」とは、同盟の総会をいう。

（ⅹⅷ） 「機関」とは、世界知的所有権機関をいう。

（ⅹⅸ） 「国際事務局」とは、機関の国際事務局及び、それが存続する限り、知的所有権保護合同国際事務局（ＢＩＲＰＩ）をいう。

（ⅹⅹ） 「事務局長」とは、機関の事務局長及び、それが存続する限り、知的所有権保護合同国際事務局の事務局長をいう。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-13〕　特許協力条約に関して。

４ 特許協力条約第２条（定義）によれば、明示的に別段の定めがある場合を除くほか、「特許」というときは、特許、実用新案、発明者証、実用証、追加特許、追加実用新案、追加発明者証及び追加実用証をいうものとする。
（×）　PCT2条(ii)。追加実用新案はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-56〕　特許協力条約に関して。

(ﾛ) 特許協力条約第２条（定義）によれば、「広域特許」とは、２以上の国において効力を有する特許であり、当該特許を与える権限を有するのは、政府間当局のみである。
（×）　PCT2条(iv)。権限を有する国内当局又は政府間当局である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-23〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。ただし、特に文中に示した場合を除き、当該国際出願はいかなる優先権の主張も伴わないものとする。
３ 国際出願が２以上の優先権の主張を伴う場合には、それらの優先権の主張の基礎となる出願のうち最先のものの出願日が、国際出願日となる。
（×）　PCT2条(xi)(b)。問題の説明は、優先日の説明である。優先日と国際出願日は違う。国際出願日の定義は、第１１条を参照のこと。
第一章　　国際出願及び国際調査
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三条　　国際出願

（１） 締約国における発明の保護のための出願は、この条約による国際出願としてすることができる。

（２） 国際出願は、この条約及び規則の定めるところにより、願書、明細書、請求の範囲、必要な図面及び要約を含むものとする。

（３） 要約は、技術情報としてのみ用いるものとし、他の目的のため、特に、求められている保護の範囲を解釈するために考慮に入れてはならない。

（４） 国際出願は、次の条件に従う。

（ⅰ） 所定の言語で作成すること。

（ⅱ） 所定の様式上の要件を満たすこと。

（ⅲ） 所定の発明の単一性の要件を満たすこと。

（ⅳ） 所定の手数料を支払うこと。

☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第四条　　願書

（１） 願書には、次の事項を記載する。

（ⅰ） 国際出願がこの条約に従つて処理されることの申立て

（ⅱ） 国際出願に基づいて発明の保護が求められている一又は二以上の締約国の指定（このように指定される締約国を「指定国」という。）。指定国について広域特許を受けることが可能であり、かつ、出願人が国内特許ではなく広域特許を受けることを希望する場合には、願書にその旨を表示する。広域特許に関する条約により出願人がその条約の締約国のうち一部の国にその出願を限定することができない場合には、その条約の締約国のうち一の国の指定及び広域特許を受けることを希望する旨の表示は、その条約のすべての締約国の指定とみなす。指定国の国内法令に基づきその国の指定が広域特許の出願としての効果を有する場合には、その国の指定は、広域特許を受けることを希望する旨の表示とみなす。

（ⅲ） 出願人及び、該当する場合には、代理人の氏名又は名称並びにこれらの者に関するその他の所定の事項

（ⅳ） 発明の名称

（ⅴ） 指定国のうち少なくとも一の国の国内法令が国内出願をする時に発明者の氏名又は名称その他の発明者に関する所定の事項を表示することを定めている場合には、それらの事項。その他の場合には、それらの事項は、願書において又は、指定官庁の属する国の国内法令がそれらの事項を表示することを定めているが国内出願をする時よりも遅い時に表示することを認めているときは、当該指定官庁にあてた別個の届出において、表示することができる。

（２） 各指定については、所定の期間内に所定の手数料を支払わなければならない。

（３） 指定は、第四十三条に規定する他の種類の保護が出願人によつて求められている場合を除くほか、求められている発明の保護が指定国により又は指定国について与えられる特許であることを意味するものとする。第二条（ⅱ）の規定は、この（３）の規定については、適用しない。

（４） 発明者の氏名又は名称その他の発明者に関する所定の事項が願書に表示されていないことは、指定国の国内法令がそれらの事項を表示することを定めているが国内出願をする時よりも遅い時に表示することを認めている場合には、当該指定国においていかなる影響をも及ぼすものではない。別個の届出においてそれらの事項が表示されていないことも、指定国の国内法令がそれらの事項を表示することを定めていない場合には、当該指定国においていかなる影響をも及ぼすものではない。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第五条　　明細書

明細書には、当該技術分野の専門家が実施することができる程度に明確かつ十分に、発明を開示する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-60〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾎ) 国際出願の明細書には、当該技術分野の専門家が実施することができる程度に明確かつ十分に発明が開示され、請求の範囲には、保護が求められている事項が明確かつ簡潔に記載されていなければならず、かつ、請求の範囲は、明細書により十分な裏付けがされていなければならない。
（〇）　PCT5条⇒明細書の要件。PCT6条⇒請求の範囲の要件。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第六条　　請求の範囲

請求の範囲には、保護が求められている事項を明示する。請求の範囲は、明確かつ簡潔に記載されていなければならない。請求の範囲は、明細書により十分な裏付けがされていなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-60〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾎ) 国際出願の明細書には、当該技術分野の専門家が実施することができる程度に明確かつ十分に発明が開示され、請求の範囲には、保護が求められている事項が明確かつ簡潔に記載されていなければならず、かつ、請求の範囲は、明細書により十分な裏付けがされていなければならない。
（〇）　PCT5条⇒明細書の要件。PCT6条⇒請求の範囲の要件。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第七条　　図面

（１） （２）（ⅱ）の規定が適用される場合を除くほか、図面は、発明の理解に必要な場合に要求される。

（２） 図面が発明の理解に必要でない場合であつても、発明の性質上図面によつて説明することができるときは、

（ⅰ） 出願人は、国際出願をする時に図面を国際出願に含めることができる。

（ⅱ） 指定官庁は、出願人に対し、所定の期間内に図面を提出することを要求することができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条１〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
２ 図面が発明の理解に必要でない場合であっても、発明の性質上図面によって説明することができるときは、指定官庁は、出願人に対し、所定の期間内に図面を提出することを要求することができる。
（○）　PCT7条(2)(ii)。実用新案法第４８条の７参照。
★★★★★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第八条　　優先権の主張

（１） 国際出願は、規則の定めるところにより、工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国において又は同条約の締約国についてされた先の出願に基づく優先権を主張する申立てを伴うことができる。

（２）（ａ） （ｂ）の規定が適用される場合を除くほか、（１）の規定に基づいて申し立てられた優先権の主張の条件及び効果は、工業所有権の保護に関するパリ条約のストックホルム改正条約第四条の定めるところによる。

（ｂ） いずれかの締約国において又はいずれかの締約国についてされた先の出願に基づく優先権の主張を伴う国際出願には、当該締約国の指定を含めることができる。国際出願が、いずれかの指定国において若しくはいずれかの指定国についてされた国内出願に基づく優先権の主張を伴う場合又は一の国のみの指定を含む国際出願に基づく優先権の主張を伴う場合には、当該指定国における優先権の主張の条件及び効果は、当該指定国の国内法令の定めるところによる。
《 補足説明 》
・パリ条約の締約国においてされた先の出願　⇒通常の国内出願
・パリ条約の締約国についてされた先の出願　⇒広域特許出願など
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-36〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人は、国際出願について、パリ条約による優先権の主張をすることができるが、一旦申し立てた優先権の主張は、いかなる場合でも取り下げることができない。
（×）　PCT8条(1)。第八条（１）の規定に基づいて申し立てた優先権の主張は、優先日から三十箇月を経過する前にいつでも、取り下げることができる（PCT規則90の2.3(a)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条02〕　特許協力条約に関して。
5 いずれかの締約国において又はいずれかの締約国についてされた先の出願に基づく優先権の主張を伴う国際出願には、当該締約国の指定を含めることができる。国際出願が、いずれかの指定国において若しくはいずれかの指定国についてされた国内出願に基づく優先権の主張を伴う場合又は一の国のみの指定を含む国際出願に基づく優先権の主張を伴う場合には、当該指定国における優先権の主張の条件及び効果は、当該指定国の国内法令の定めるところによる。
（〇）　PTC8条(2)(b)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-24〕　特許法に規定する国際特許出願又は特許協力条約に基づく国際出願に関して。
５ 日本の国内出願に基づいて優先権を主張して日本を指定国として含む国際出願をした場合、その国際出願に係る国際特許出願は日本においては日本の特許法の規定の適用を受け、所定の条件を満たせば国内優先権の主張を伴う出願となる。この場合、日本の国内出願によって日本で権利を取得するためには、国際出願をした後にいつでも日本の指定を取り下げればよい。
（×）　PCT8条(2)(b)、特42条1項。「優先日から三十箇月を経過する前に」いつでも、指定国の指定を取り下げることができる（PCT規則90の2.2(a)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-29〕　特許協力条約に関して。
５ 国際出願は、規則の定めるところにより、工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国においてされた先の出願に基づく優先権を主張する申立てを伴うことができ、かつ、当該優先権の主張の条件及び効果は、常に、工業所有権の保護に関するパリ条約のストックホルム改正条約第４条の定めるところによる。
（×）　PCT8条(1)(2)(a)(b)。PCT8条(2)(b)が、例外規定である。自己指定の場合と、一つの国のみを指定したときは、当該指定国の国内法令の定めるところによる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-27〕　特許協力条約に関して。

４ 国際出願日が認められた国際出願が、日本のみの指定を含む国際出願に基づく工業所有権の保護に関するパリ条約による優先権の主張を伴う場合には、日本における優先権主張の条件及び効果は、日本の特許法又は実用新案法の定めるところによる。
（〇）　PCT8条(2)(b)。一つの国のみを指定したときは、当該指定国の国内法令の定めるところによる。
★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第九条　　出願人

（１） 締約国の居住者及び国民は、国際出願をすることができる。

（２） 総会は、この条約の締約国ではないが工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国であるいずれかの国の居住者及び国民に国際出願をすることを認めることを決定することができる。

（３） 住所及び国籍の概念並びに二人以上の出願人がある場合又は出願人がすべての指定国について同一でない場合におけるこれらの概念の適用については、規則に定める。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条１〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
４ 国際特許協力同盟の総会は、この条約の締約国ではないが工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国であるいずれかの国の居住者及び国民に国際出願をすることを認めることを決定することができる。
（○）　PCT9条(2)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-13〕　特許協力条約に関して。

１ 国際事務局は、この条約の締約国ではないが工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国であるいずれかの国の居住者及び国民に国際出願をすることを認めることを決定することができる。
（×）　PCT9条(2)。「国際事務局」は、誤り。「総会」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-56〕　特許協力条約に関して。

(ﾆ) 総会は、条約の締約国ではないが工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国であるいずれかの国の居住者及び国民に国際出願をすることを認めることを決定することができ、その場合における受理官庁は国内官庁と国際事務局との間の合意により選定される。
（×）　前半は、PCT9条(2)より、正しい。後半は、PCT規則19.1(c)により、誤り。「国内官庁と国際事務局との間の合意」ではなく、「当該国内官庁又は政府間機関の事前の同意」である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-17〕　特許協力条約で規定する国際出願に関して。
４ 受理官庁に国際出願をする資格を有する出願人甲と住所又は国籍上の理由によりその受理官庁に国際出願をする資格を欠く出願人乙とが共同して出願した国際出願が、受理官庁に国際出願をする資格に関する要件以外の、国際出願日を認定するための要件を満たしている場合、その受理官庁は、その国際出願の受理の日を国際出願日として認める。

（〇）　PCT9条(3)、PCT11条(1)(i)、PCT規則18.3、PCT規則19.2(i)。
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十条　　受理官庁

国際出願は、所定の受理官庁にするものとし、受理官庁は、この条約及び規則の定めるところにより、国際出願を点検し及び処理する。
★★★★★｜★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十一条　　国際出願日及び国際出願の効果

（１） 受理官庁は、次の要件が受理の時に満たされていることを確認することを条件として、国際出願の受理の日を国際出願日として認める。

（ⅰ） 出願人が、当該受理官庁に国際出願をする資格を住所又は国籍上の理由により明らかに欠いている者でないこと。

（ⅱ） 国際出願が所定の言語で作成されていること。

（ⅲ） 国際出願に少なくとも次のものが含まれていること。

（ａ） 国際出願をする意思の表示

（ｂ） 少なくとも一の締約国の指定

（ｃ） 出願人の氏名又は名称の所定の表示

（ｄ） 明細書であると外見上認められる部分

（ｅ） 請求の範囲であると外見上認められる部分
（２）（ａ） 受理官庁は、国際出願が（１）に掲げる要件を受理の時に満たしていないと認める場合には、規則の定めるところにより、出願人に対し必要な補充をすることを求める。

（ｂ） 受理官庁は、出願人が規則の定めるところにより（ａ）の求めに応ずる場合には、当該補充の受理の日を国際出願日として認める。

（３） 第六十四条（４）の規定に従うことを条件として、（１）（ⅰ）から（ⅲ）までに掲げる要件を満たし、かつ、国際出願日の認められる国際出願は、国際出願日から各指定国における正規の国内出願の効果を有するものとし、国際出願日は、各指定国における実際の出願日とみなす。

（４） （１）（ⅰ）から（ⅲ）までに掲げる要件を満たす国際出願は、工業所有権の保護に関するパリ条約にいう正規の国内出願とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-35〕　特許協力条約に関して。
２ 受理官庁は、国際出願日を与える所定の要件が受理の時に満たされていることを確認することを条件として、国際出願の受理の日を国際出願日として認める。

（〇）　PCT11条(1)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-17〕　特許協力条約で規定する国際出願に関して。
１ 受理官庁は、国際出願を点検した結果、その国際出願に要約が含まれていないという欠陥のみを発見し、当該出願人に要約の補充を求めたところ、所定の期間内に当該出願人は要約を提出し、国際出願の補充をした。この場合、受理官庁は、その国際出願の受理の日を国際出願日として認める。

（〇）　PCT14条(1)(b)、PCT14条(1)(a)(iV)、PCT11条(1)。要約は、国際出願日を与える所定の要件に含まれていないため、要約を提出した日が国際出願日になるのではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-11〕　特許協力条約に関して。

(ｲ) 受理官庁が、国際出願日を認めた後国際出願日から４月の期間内に、出願人がその国際出願日において当該受理官庁に国際出願をする資格を住所上の理由により明らかに欠いている者であると認定した場合には、当該国際出願は取り下げられたものとみなされる。
（〇）　PCT14条(4)、PCT11条(1)(i)。第十四条(4)に規定する期間は、国際出願日から四箇月とする（PCT規則30.1）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-17〕　特許協力条約で規定する国際出願に関して。
４ 受理官庁に国際出願をする資格を有する出願人甲と住所又は国籍上の理由によりその受理官庁に国際出願をする資格を欠く出願人乙とが共同して出願した国際出願が、受理官庁に国際出願をする資格に関する要件以外の、国際出願日を認定するための要件を満たしている場合、その受理官庁は、その国際出願の受理の日を国際出願日として認める。

（〇）　PCT9条(3)、PCT11条(1)(i)、PCT規則18.3、PCT規則19.2(i)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-23〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。ただし、特に文中に示した場合を除き、当該国際出願はいかなる優先権の主張も伴わないものとする。
１ 国際出願に請求の範囲の記載がないため受理官庁から必要な補充が求められた場合において、出願人が、明細書又は図面の記載内容に基づいた請求の範囲を所定の期間内に提出したときは、当該国際出願の受理の日が国際出願日として認定される。

（×）　PCT11条(1)(iii)(e)・(2)(a)・(b)。当該補充の受理の日を国際出願日として認める。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-36〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際出願が受理された時に発明の名称が欠落していた場合、その国際出願に基づいてパリ条約による優先権の主張をすることはできない。
（×）　PCT11条(1)・(4)。発明の名称は必要ない。PCT14条参考。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-38〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 受理官庁により、要約が含まれていないことが発見され、その補充を求められたが、それに応じなかったことを理由にして取り下げられたものとみなされた国際出願は、これを基礎にして後に工業所有権の保護に関するパリ条約の優先権主張をすることはできない。
（×）　前半は、PCT14条(1)(a)(iv)・(b)第２文により、正しい。後半は、PCT11条(4)により、誤り。要約がなくても、パリ条約にいう正規の国内出願にできる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３　受理官庁が国際出願の受理の日を国際出願日として認めていない場合であっても、特許協力条約の締約国でない工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国への出願に際して、当該受理の日を優先日として当該国際出願に基づき工業所有権の保護に関するパリ条約の優先権を主張できる場合がある。
（〇）　PCT11条(1)・(4)、パリ４条A。第１１条(1)の規定を満たしていると受理官庁が認めれば、国際出願日が認められる。一方、(4)の規定では、受理官庁が認めることを要件に挙げていない。つまり、受理官庁が認めなくても、優先権主張出願を受けた国の官庁が認めれば良い。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十二条　　国際出願の国際事務局及び国際調査機関への送付
（１） 規則の定めるところにより、国際出願の一通（「受理官庁用写し」）は受理官庁が保持し、一通（「記録原本」）は国際事務局に送付され、他の一通（「調査用写し」）は第十六条に規定する管轄国際調査機関に送付される。

（２） 記録原本は、国際出願の正本とする。

（３） 国際事務局が所定の期間内に記録原本を受理しなかつた場合には、国際出願は、取り下げられたものとみなす。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際事務局が所定の期間内に記録原本を受理しなかった場合には、国際出願は、取り下げられたものとみなされる。

（〇）　PCT12条(3)。記録原本は、PCT12条(1)参照。
★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十三条　　国際出願の写しの指定官庁による入手の可能性

（１） 指定官庁は、第二十条の送達に先立つて国際出願の写しを送付することを国際事務局に要請することができるものとし、国際事務局は、優先日から一年を経過した後できる限り速やかにその写しをその指定官庁に送付する。

（２）（ａ） 出願人は、国際出願の写しをいつでも指定官庁に送付することができる。

（ｂ） 出願人は、国際出願の写しを指定官庁に送付することをいつでも国際事務局に要請することができるものとし、国際事務局は、できる限り速やかにその写しをその指定官庁に送付する。

（ｃ） いずれの国内官庁も、（ｂ）の写しの受領を希望しない旨を国際事務局に通告することができる。この場合には、（ｂ）の規定は、その国内官庁については、適用しない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 出願人は、所定の期間内に限り、国際出願の写しを指定官庁に送付することができる。

（×）　PCT13条(2)(a)。いつでも送付することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-26〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 出願人は、国際出願の写しを指定官庁に送付することをいつでも国際事務局に要請することができるが、当該要請のための手数料の支払は必要とされない。 
（×）　前半は、PCT13条(2)(b)により正しい。後半は、PCT規則31.1(b)により誤り。手数料の支払が条件になる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-57〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 出願人は、国際出願の写しをいつでも指定官庁に送付することができるし、また、国際出願の写しを指定官庁に送付することをいつでも国際事務局に要請することができる。
（〇）　PCT13条(2)(a)・(b)

★★★★★｜★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十四条　　国際出願の欠陥

（１）
（ａ） 受理官庁は、国際出願に次のいずれかの欠陥が含まれていないかどうかを点検する。

（ⅰ） 規則の定めるところによる署名がないこと。

（ⅱ） 出願人に関する所定の記載がないこと。

（ⅲ） 発明の名称の記載がないこと。

（ⅳ） 要約が含まれていないこと。

（ⅴ） 所定の様式上の要件が規則に定める程度にまで満たされていないこと。

（ｂ） 受理官庁は、（ａ）のいずれかの欠陥を発見した場合には、出願人に対し所定の期間内に国際出願の補充をすることを求める。補充をしなかつた場合には、その国際出願は、取り下げられたものとみなし、受理官庁は、その旨を宣言する。

（２） 国際出願が実際にはその国際出願に含まれていない図面に言及している場合には、受理官庁は、出願人にその旨を通知するものとし、出願人は、所定の期間内にその図面を提出することができる。出願人が所定の期間内にその図面を提出した場合には、受理官庁がその図面を受理した日を国際出願日とする。その他の場合には、その図面への言及は、ないものとみなす。

（３）
（ａ） 第三条（４）（ⅳ）にいう所定の手数料が所定の期間内に又はいずれの指定国についても第四条（２）にいう所定の手数料が所定の期間内に支払われていないと受理官庁が認めた場合には、国際出願は、取り下げられたものとみなし、受理官庁は、その旨を宣言する。
（ｂ） 第四条（２）にいう所定の手数料が所定の期間内に一又は二以上の指定国について支払われているがすべての指定国については支払われていないと受理官庁が認めた場合には、その手数料が所定の期間内に支払われていない指定国の指定は、取り下げられたものとみなし、受理官庁は、その旨を宣言する。

（４） 受理官庁が、国際出願日を認めた後所定の期間内に、当該国際出願が第十一条（１）（ⅰ）から（ⅲ）までに掲げるいずれかの要件をその国際出願日において満たしていなかつたと認定した場合には、当該国際出願は、取り下げられたものとみなし、受理官庁は、その旨を宣言する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-45〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 受理官庁は、国際出願に、（ⅰ）規則の定めるところによる署名がないこと、（ⅱ）出願人に関する所定の記載がないこと、（ⅲ）発明の名称の記載がないこと、（ⅳ）要約が含まれていないこと、及び（ⅴ）所定の様式上の要件が規則に定める程度にまで満たされていないこと、のいずれかの欠陥が含まれていないかどうかを点検する。
（〇）　PCT14条(1)(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 願書には、２人以上の出願人があるときは、各出願人につき、氏名又は名称、あて名、国籍及び住所を記載しなければならない。しかし、受理官庁が国際出願に欠陥が含まれていないかどうかを点検する際には、国籍についてのみ、２人以上の出願人のうち、当該受理官庁に国際出願をする資格を有する１人の出願人について記載されていれば、出願人に関する記載として十分なものとされる。
（×）　PCT規則4.5(a)、PCT規則26.2の2(b)、PCT14条(1)(a)(ii)。(i)氏名、(ii)あて名、(iii)国籍及び住所、の記載が必要である。国籍だけの記載では不十分である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 受理官庁は、国際出願に発明の名称の記載がないことを発見した場合には、出願人に対し所定の期間内に国際出願の補充をすることを求める。補充をしなかった場合には、その国際出願は、取り下げられたものとみなされ、受理官庁は、その旨を宣言する。
（〇）　PCT14条(1)(a)(iii)・(b)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-23〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。ただし、特に文中に示した場合を除き、当該国際出願はいかなる優先権の主張も伴わないものとする。

４ 国際出願に要約が含まれていないため受理官庁から必要な補充が求められた場合において、出願人が、所定の期間内に補充しないときは、当該国際出願は、取り下げられたものとみなされる。

（〇）　PCT14条(1)(a)(iv)・(b)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-38〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 受理官庁により、要約が含まれていないことが発見され、その補充を求められたが、それに応じなかったことを理由にして取り下げられたものとみなされた国際出願は、これを基礎にして後に工業所有権の保護に関するパリ条約の優先権主張をすることはできない。
（×）　前半は、PCT14条(1)(a)(iv)・(b)第２文により、正しい。後半は、PCT11条(4)により、誤り。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-60〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 受理官庁が、国際出願に、特許協力条約第１４条（１）（ａ）に規定する欠陥を発見し、出願人に対し、所定の期間内に国際出願の補充をすることを求めた場合において、出願人が補充をしなかったときは、その国際出願は、取り下げられたものとみなされる。
（〇）　PCT14条(1)(b)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-45〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 受理官庁は、国際出願の点検において特許協力条約第14条に定める国際出願の欠陥を発見した場合、出願人に対し所定の期間内に国際出願の補充をすることを求めるが、当該補充がなされなかった場合には、当該出願人に対し、当該出願が国際出願として取り扱われないことを、理由を示して速やかに通知する。
（×）　PCT14条(1)(b)。補充をしなかつた場合には、その国際出願は、取り下げられたものとみなし、受理官庁は、その旨を宣言する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-17〕　特許協力条約で規定する国際出願に関して。
１ 受理官庁は、国際出願を点検した結果、その国際出願に要約が含まれていないという欠陥のみを発見し、当該出願人に要約の補充を求めたところ、所定の期間内に当該出願人は要約を提出し、国際出願の補充をした。この場合、受理官庁は、その国際出願の受理の日を国際出願日として認める。

（〇）　PCT14条(1)(b)、PCT14条(1)(a)(iV)、PCT11条(1)。要約は、国際出願日を与える所定の要件に含まれていないため、要約を提出した日が国際出願日になるのではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-23〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。ただし、特に文中に示した場合を除き、当該国際出願はいかなる優先権の主張も伴わないものとする。
５ 国際出願に含めるべく作成した図面の一部が国際出願に含まれていなかったため受理官庁からその旨を通知された場合において、出願人が、所定の期間内にその図面を提出したときは、当該国際出願の受理の日が国際出願日として認定される。
（×）　PCT14条(2)。受理官庁がその図面を受理した日を国際出願日とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-17〕　特許協力条約で規定する国際出願に関して。
３ 受理官庁は、国際出願を点検した結果、その国際出願の明細書が、実際にはその国際出願に含まれていない図面について言及していることを発見し、当該出願人に対しその旨通知したところ、所定の期間内に当該出願人が提出した図面を受理した。この場合、受理官庁は、その国際出願の受理の日を国際出願日として認める。

（×）　PCT14条(2)。受理官庁がその図面を受理した日を国際出願日とする。「実際にはその国際出願に含まれていない図面に言及している(refer)場合」は、翻訳に違和感あり。「実際にはその国際出願に含まれていない図面を参照している(refer)場合」のほうが感覚に合う。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-14〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
２ 国際出願日はいったん認定されると取り消されることはなく、国際出願日から４月の期間内に、特許協力条約第11条に規定する国際出願日認定の要件が満たされていないことが発見されたとしても、国際出願の取下げとみなされるだけである。

（〇）　PCT14条(4)。「所定の期間」は４ヵ月である（PCT規則30.1）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-11〕　特許協力条約に関して。

(ｲ) 受理官庁が、国際出願日を認めた後国際出願日から４月の期間内に、出願人がその国際出願日において当該受理官庁に国際出願をする資格を住所上の理由により明らかに欠いている者であると認定した場合には、当該国際出願は取り下げられたものとみなされる。
（〇）　PCT14条(4)、PCT11条(1)(i) 。「所定の期間」は４ヵ月である（PCT規則30.1）。
★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十五条　　国際調査

（１） 各国際出願は、国際調査の対象とする。

（２） 国際調査は、関連のある先行技術を発見することを目的とする。

（３） 国際調査は、明細書及び図面に妥当な考慮を払つた上で、請求の範囲に基づいて行う。

（４） 次条に規定する国際調査機関は、可能な限り多くの関連のある先行技術を発見するよう努めるものとし、いかなる場合にも、規則に定める資料を調査する。

（５）（ａ） 締約国の国内法令が認める場合には、当該締約国の国内官庁又は当該締約国のために行動する国内官庁に国内出願をした出願人は、国内法令に定める条件に従い、国際調査に類する調査（「国際型調査」）がその国内出願について行われることを請求することができる。

（ｂ） 締約国の国内法令が認める場合には、当該締約国の国内官庁又は当該締約国のために行動する国内官庁は、当該国内官庁にされた国内出願を国際型調査に付することができる。

（ｃ） 国際型調査は、次条に規定する国際調査機関であつて国内出願が国際出願として（ａ）及び（ｂ）に規定する国内官庁にされたとしたならば国際調査を管轄したであろうとされるものが行う。国際調査機関が処理することができないと認める言語で国内出願がされている場合には、国際型調査は、国際出願のための所定の言語であつて当該国際調査機関が国際出願の言語として認めることを約束しているもので出願人が作成した翻訳文に基づいて行う。国内出願及び必要な翻訳文は、国際出願のための所定の形式で提出する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-27〕　特許協力条約に関して。

５ 国際調査は、関連のある先行技術を発見することを目的とするものであり、関連のある先行技術は、少なくとも、書面によって開示されており、かつ国際調査の対象となる国際出願の国際出願日前に公衆が利用できるようにされたものでなければならない。
（〇）　目的は、PCT15条(2)。先行技術の要件は、PCT規則33.1(a)。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-40〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際調査機関が、関連のある先行技術を発見するために、いかなる場合にも調査しなければならない資料は、一定範囲の特許文献だけであり、非特許文献は含まれない。
（×）　PCT15条(4)。いかなる場合にも調査すべき「最小限資料」はPCT規則34.1(b)に定義されており、PCT規則34.1(b)(iii)に非特許文献が挙げられている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-38〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾛ) 締約国の国内法令が認める場合には、当該締約国の国内官庁又は当該締約国のために行動する国内官庁は、出願人の請求がない場合であっても、当該国内官庁にされた国内出願を国際調査に類する調査（「国際型調査」）に付することができる。
（〇）　PCT15条(5)(b)

★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十六条　　国際調査機関

（１） 国際調査は、国際調査機関が行うものとし、国内官庁又は出願の対象である発明に関する先行技術についての資料調査報告を作成する任務を有する政府間機関（例えば、国際特許協会）を国際調査機関とすることができる。

（２） 単一の国際調査機関が設立されるまでの間に二以上の国際調査機関が存在する場合には、各受理官庁は、（３）（ｂ）に規定する関係取決めに従い、国際出願についての国際調査を管轄することとなる一又は二以上の国際調査機関を特定する。

（３）（ａ） 国際調査機関は、総会が選定する。国内官庁及び政府間機関は、（ｃ）に規定する要件を満たしている場合には、国際調査機関として選定されることができる。
（ｂ） 選定は、選定される国内官庁又は政府間機関の同意を得ること及び総会の承認を得て当該国内官庁又は当該政府間機関と国際事務局との間に取決めが締結されることを条件とする。この取決めには、当事者の権利及び義務、特に、国際調査のすべての共通の準則を適用しかつ遵守する旨の当該国内官庁又は当該政府間機関の公式の約束を明記する。

（ｃ） 国内官庁又は政府間機関が選定される前に及び選定されている間満たしていなければならない最小限の要件、特に人員及び資料に関する要件は、規則に定める。
（ｄ） 選定は、一定の期間を付して行うものとし、選定期間は、更新することができる。

（ｅ） 総会は、国内官庁若しくは政府間機関の選定若しくは選定期間の更新について決定する前又は選定期間の満了前に、当該国内官庁又は当該政府間機関の意見を聴取し及び、第五十六条に規定する技術協力委員会が設置されている場合には、同委員会の助言を求める。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-11〕　特許協力条約に関して。

５ 単一の国際調査機関が設立されるまでの間に２以上の国際調査機関が存在する場合には、各受理官庁は、国際出願についての国際調査を管轄することとなる１又は２以上の国際調査機関を特定する。
（〇）　PCT16条(2)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-43〕　特許協力条約に関して。
２ 各機関の主観の入り込む余地を排除するため、特許協力条約には、国際予備審査機関は単一の機関とすることが究極の目的である旨規定されている。

（×）　PCT32条など。国際調査機関は、単一の機関とすることに言及がある（PCT16条(2)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-24〕　特許法に規定する国際特許出願又は特許協力条約に基づく国際出願に関して。
３ 国内官庁又は政府間機関は、国際調査機関として選定される前に及び選定されている間、特許協力条約に基づく規則に定める最小限の要件を満たしていなければならないが、当該国内官庁又は政府間機関は国際予備審査機関として選定される必要はない。

（×）　PCT16条(3)(c)。最小限の要件の一つとして、国際予備審査機関として選定される必要がある（PCT規則36.1(v)）。
★★★★★｜★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十七条　　国際調査機関における手続

（１） 国際調査機関における手続は、この条約、規則並びに国際事務局がこの条約及び規則に従つて当該国際調査機関と締結する取決めの定めるところによる。

（２）（ａ） 国際調査機関は、国際出願について次のいずれかの事由がある場合には、その旨を宣言するものとし、出願人及び国際事務局に対し国際調査報告を作成しない旨を通知する。

（ⅰ） 当該国際調査機関が、当該国際出願の対象が規則により国際調査機関による調査を要しないとされているものであると認め、かつ、当該国際出願について調査を行わないことを決定したこと。

（ⅱ） 当該国際調査機関が、明細書、請求の範囲又は図面が有意義な調査を行うことができる程度にまで所定の要件を満たしていないと認めたこと。

（ｂ） （ａ）に規定するいずれかの事由が一部の請求の範囲のみとの関連においてある場合には、国際調査報告は、当該請求の範囲についてはその旨を表示するものとし、他の請求の範囲については次条の規定に従つて作成される。

（３）（ａ） 国際調査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合には、出願人に対し追加手数料の支払を求める。国際調査機関は、国際出願のうち、請求の範囲に最初に記載されている発明（「主発明」）に係る部分及び、必要な追加手数料が所定の期間内に支払われた場合には、追加手数料が支払われた発明に係る部分について、国際調査報告を作成する。
（ｂ） 指定国の国内法令は、当該指定国の国内官庁が国際調査機関による（ａ）の求めを正当であると認める場合に、出願人が追加手数料を支払わなかつたために調査が行われなかつた国際出願の部分は、当該指定国における効果に関する限り、出願人が当該指定国の国内官庁に特別手数料を支払つた場合を除くほか、取り下げられたものとみなすことを定めることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 受理された全ての国際出願に対して、国際調査機関により国際調査が実施され、国際調査報告が作成される。
（×）　PCT17条(2)(a)。作成されない場合がある。PCT16条(1)参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-40〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際調査機関が、明細書、請求の範囲又は図面が有意義な調査を行うことができる程度にまで所定の要件を満たしていないと認めた場合には、その事由が一部の請求の範囲に関連するか、請求の範囲の全体に関連するかにかかわらず、国際調査機関は、その事由がある旨を宣言し、出願人及び国際事務局に対し、請求の範囲の全体について国際調査報告を作成しない旨を通知する。
（×）　PCT17条(2)(a)(ii)・(b)。その事由の無い請求の範囲については、作成される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-56〕　特許協力条約に関して。

(ﾎ) 国際調査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合には、出願人に対し追加手数料の支払いを求める。国際調査機関は、国際出願のうち、請求の範囲に最初に記載されている発明に係る部分及び、必要な追加手数料が所定の期間内に支払われた場合には、追加手数料が支払われた発明に係る部分について、国際調査報告を作成する。
（〇）　PCT17条(3)(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際調査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合、出願人に対し追加手数料の支払を求めたにもかかわらず、当該追加手数料が支払われないときには、請求の範囲の最初に記載されている発明（「主発明」）に係る部分について、国際調査報告を作成する。

（〇）　PCT17条(3)(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-36〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 出願人は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないことに自ら気づいた場合、追加手数料を受理官庁に支払うことができる。
（×）　PCT17条(3)(a)、PCT規則40.1など。出願人が自ら気づいた場合の規定はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-36〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 出願人は、国際調査機関から国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていない旨の通知を受けた場合、請求の範囲について１回に限り補正書を提出することができる。
（×）　PCT17条(3)など。そのような規定は無い。この時点での補正はできないと思われる。第１９条（１）参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-29〕　特許協力条約に関して。
２ 発明の単一性の要件を満たしていないことを理由として追加手数料の支払いを国際調査機関から求められた出願人は、その国際調査機関に対して、追加の手数料を支払うことなく、理由を示した陳述書を添付して異議の申立てをすることができる。ただし、当該異議が正当と認められなかった場合には、追加手数料を支払わなければならない。

（×）　PCT規則40.2(c)、PCT17条(3)(a)。追加手数料は、支払わなければならない。異議が正当と認められれば、支払った手数料の全部または一部が払いもどされる。
★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十八条　　国際調査報告

（１） 国際調査報告は、所定の期間内に、所定の形式で作成する。

（２） 国際調査報告は、作成の後速やかに、国際調査機関が出願人及び国際事務局に送付する。

（３） 国際調査報告又は前条（２）（ａ）の宣言は、規則の定めるところによつて翻訳する。翻訳文は、国際事務局により又はその責任において作成される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条１〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
３ 国際調査報告は、作成の後速やかに、国際事務局が出願人に送付する。
（×）　PCT18条(2)。国際調査機関が出願人及び国際事務局に送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-60〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 国際調査機関は、国際調査報告を作成したときは、その後速やかに、その国際調査報告を出願人、国際事務局及び指定官庁に送付しなければならない。
（×）　PCT18条(2)。出願人及び国際事務局に送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-23〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。ただし、特に文中に示した場合を除き、当該国際出願はいかなる優先権の主張も伴わないものとする。
２ 出願人は、国際調査報告の受領の後速やかに、当該国際調査報告を国際事務局に送付しなければならない。

（×）　PCT18条(2)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-47〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際調査報告又は１７条(2)(a)の宣言は、国際事務局により又はその責任において英語及び仏語に翻訳される。 
（×）　前半は、PCT18条(3)により、正しい。後半は、PCT規則45.1により、誤り。「英語及び仏語」ではなく、「英語」である。

★★★★★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十九条　　国際事務局に提出する請求の範囲の補正書

（１） 出願人は、国際調査報告を受け取つた後、所定の期間内に国際事務局に補正書を提出することにより、国際出願の請求の範囲について一回に限り補正をすることができる。出願人は、同時に、補正並びにその補正が明細書及び図面に与えることのある影響につき、規則の定めるところにより簡単な説明書を提出することができる。

（２） 補正は、出願時における国際出願の開示の範囲を超えてしてはならない。

（３） 指定国の国内法令が（２）の開示の範囲を超えてする補正を認めている場合には、（２）の規定に従わないことは、当該指定国においていかなる影響をも及ぼすものではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人は、国際調査報告を受け取った後、所定の期間内に国際事務局に特許協力条約第１９条の規定に基づく補正書を提出することにより、国際出願の請求の範囲について１回に限り補正をすることができる。
（〇）　PCT19条（１）第１文

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-26〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾛ) 出願人がその居住者である締約国の国内官庁を受理官庁として国際出願を行う場合、出願人は、国際調査報告を受け取った後、所定の期間内に当該国内官庁に補正書を提出することにより、国際出願の請求の範囲について１回に限り補正をすることができる。 
（×）　PCT19条(1)第１文。「当該国内官庁に補正書を提出する」は誤り。「国際事務局に補正書を提出する」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-4〕　特許協力条約に関して。
２ 国際調査機関が、特許協力条約で定める事由により、全部の請求の範囲について国際調査報告を作成しない旨を通知した場合は、特許協力条約第１９条(１)に規定する補正をすることができないが、国際予備審査機関が、特許協力条約で定める事由により、全部の請求の範囲について国際予備審査を行わない旨の見解を通知した場合は、特許協力条約第３４条(2)(ｂ)に規定する補正をすることができる。

（〇）　PCT19条(1)、　PCT34条(2)(b)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-27〕　特許協力条約に関して。

１ 条約第１９条(１)の規定に基づく請求の範囲の補正が、出願時における国際出願の開示の範囲を超えてされている場合には、当該補正後の請求の範囲は国際公開に含められることはない。
（×）　PCT規則48.2(f)、PCT19条(2)。そのような規定はない。補正後の請求の範囲の全文を含む。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-11〕　特許協力条約に関して。

(ﾊ) 出願人は、国際調査報告を受け取った後、国際出願の請求の範囲について１回に限り補正をすることができる。この補正は、出願時における国際出願の開示の範囲を超えてしてはならないが、指定国の国内法令が、当該開示の範囲を超えてする補正を認めている場合には、当該開示の範囲を超えて補正をすることが、当該指定国においては許容される。
（〇）　PCT19条（１）（２）（３）
★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十条　　指定官庁への送達

（１）（ａ） 国際出願は、国際調査報告（第十七条（２）（ｂ）の表示を含む。）又は第十七条（２）（ａ）の宣言とともに、規則の定めるところにより各指定官庁に送達される。ただし、当該指定官庁が送達の義務の全部又は一部を免除する場合は、この限りでない。

（ｂ） 送達される文書には、（ａ）の国際調査報告又は宣言の所定の翻訳文を含める。

（２） 請求の範囲について前条（１）の規定に基づく補正がされた場合には、送達される文書には、出願時における請求の範囲の全文及び補正後の請求の範囲の全文又は出願時における請求の範囲の全文及び補正を明記す

る記載を含めるものとし、また、同条（１）に規定する説明書がある場合には、その説明書を含める。

（３） 国際調査機関は、指定官庁又は出願人の請求に応じ、規則の定めるところにより、当該指定官庁又は当該出願人に対し国際調査報告に列記された文献の写しを送付する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-27〕　特許協力条約に関して。

３ 国際出願は、国際事務局によって、国際調査報告又は条約第１７条(２)(ａ)〔国際調査報告を作成しない場合〕の宣言とともに、各指定官庁に送達される。ただし、この送達は当該送達を請求しない指定官庁に対しては行われない。
（〇）　PCT20条(1)(a)。送達は、国際事務局が行う（PCT規則47.1(a)）。その送達は、関係する官庁による請求によつてのみ、かつ、官庁が特定する時に行われる（PCT規則93の2.1(a)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-56〕　特許協力条約に関して。

(ｲ) 国際調査機関は、出願人の請求に応じ、規則の定めるところにより、当該出願人に対し国際調査報告に列記された文献の写しを送付するが、当該請求は当該国際調査報告に係る国際出願の国際出願日から７年の期間いつでも行うことができる。
（〇）　PCT20条(3)。７年の期間は、PCT規則44.3(a)に規定。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-44〕　特許協力条約に関して。
５ 出願人は、国際調査機関に対し、国際調査報告に列記された文献の写しの送付を、当該国際調査報告に係る国際出願の国際出願日から７年の期間いつでも請求することができる。

（〇）　PCT20条(3)。７年の期間は、PCT規則44.3(a)に規定。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-6〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 国際予備審査報告に係る国際出願の出願人又は選択官庁は、国際予備審査報告に列記された文献であって国際調査報告には列記されていないものの写しの送付を、国際出願日から７年の期間いつでも、国際予備審査機関に請求することができる。
（〇）　PCT36条(4)で準用するPCT20条(3)。７年の期間は、PCT規則71.2(a)に規定。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条04〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
5 国際予備審査機関は、選択官庁又は出願人の請求に応じ、規則の定めるところにより、当該選択官庁又は当該出願人に対し、国際予備審査報告に列記された文献であって、国際調査報告に列記されていないものの写しを送付する。
（〇）　PCT36条(4)で準用するPCT20条(3)。
★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十一条　　国際公開

（１） 国際事務局は、国際出願の国際公開を行う。

（２）（ａ） 国際出願の国際公開は、（ｂ）及び第六十四条（３）に定める場合を除くほか、国際出願の優先日から十八箇月を経過した後速やかに行う。

（ｂ） 出願人は、（ａ）に定める期間の満了前のいずれの時においても国際出願の国際公開を行うことを国際事務局に請求することができるものとし、国際事務局は、規則の定めるところにより手続をとる。

（３） 国際調査報告又は第十七条（２）（ａ）の宣言は、規則の定めるところによつて公開する。

（４） 国際公開の言語、形式その他の細目は、規則に定める。

（５） 国際公開の技術的な準備が完了する前に国際出願が取り下げられ又は取り下げられたものとみなされる場合には、国際公開は、行わない。

（６） 国際事務局は、国際出願に善良の風俗若しくは公の秩序に反する表現若しくは図面が含まれており又は規則に定める誹謗の記載が含まれていると認める場合には、その刊行物においてそのような表現、図面及び記載を省略することができる。この場合には、省略した語又は図面の箇所及び数を表示し並びに請求により個別に省略箇所の写しを交付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際調査機関が作成する見解書は、優先日から３０月が経過するまで、一般公衆に公開されることはない。
（×）　PCT21条(2)(a)。PCT規則48.2参照。原則として、国際出願の優先日から十八箇月を経過した後、国際公開される。ISA 見解書は、国際公開の対象とはなっていないが、ISR の国際公開と同時に、WIPO ウェブサイトに掲載され、第三者に利用可能となる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５　国際事務局は、国際公開の技術的な準備が完了する前に国際出願が取り下げられ又は取り下げられたものとみなされる場合を除き、常に国際出願の国際公開を行うものとされている。
（×）　原則は、PCT21条(2)(a)・(5)で正しい。例外規定が、PCT64条(3)(b)にある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-29〕　特許協力条約に関して。
４ 国際出願について、国際公開が行われないのは、出願人により送付された取下げの通告が、国際公開の技術的な準備が完了する前に国際事務局に到達した場合に限られる。

（×）　PCT21条(5)、PCT規則90の2.1(c)、PCT規則29.1(V)。受理官庁または国際予備審査機関により、取り下げの通告が送付される場合もある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-60〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 国際事務局は、国際出願に善良の風俗又は公の秩序に反する表現が含まれていると認める場合には、国際公開を行うに際し、刊行物においてそのような表現を省略することができる。この場合には、国際事務局は、請求により個別に省略箇所の写しを交付する。
（〇）　PCT21条(6)
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十二条　　指定官庁に対する国際出願の写し及び翻訳文の提出並びに手数料の支払

（１） 出願人は、優先日から三十箇月を経過する時までに各指定官庁に対し、国際出願の写し（第二十条の送達が既にされている場合を除く。）及び所定の翻訳文を提出し並びに、該当する場合には、国内手数料を支払う。出願人は、指定国の国内法令が発明者の氏名又は名称その他の発明者に関する所定の事項を表示することを定めているが国内出願をする時よりも遅い時に表示することを認めている場合において、それらの事項が願書に記載されていないときは、当該指定国の国内官庁又は当該指定国のために行動する国内官庁に対し、優先日から三十箇月を経過する時までにそれらの事項を届け出る。

（２） 国際調査機関が第十七条（２）（ａ）の規定に基づき国際調査報告を作成しない旨を宣言した場合には、（１）に規定する行為をすべき期間は、（１）に定める期間と同一とする。

（３） 国内法令は、（１）又は（２）に規定する行為をすべき期間として、（１）又は（２）に定める期間よりも遅い時に満了する期間を定めることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２　出願人は、各指定官庁に対し、国際出願の写し及び所定の翻訳文を提出し並びに、該当する場合には、国内手数料を支払わなければならないが、国際出願の写しについては、これを提出する必要のない場合がある。
（〇）　PCT22条(1)第１文かっこ書。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-55〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 選択が取り下げられた締約国の国内官庁が、優先日から３０月を経過する前に、国際出願の写し、所定の翻訳文及び国内手数料を受け取った場合、当該選択の取下げは、当該締約国に関し、国際出願の取下げとはみなさない。
（〇）　PCT22条(1)、PCT37条(4)(b)
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十三条　　国内手続の繰延べ

（１） 指定官庁は、前条に規定する当該期間の満了前に、国際出願の処理又は審査を行つてはならない。

（２） （１）の規定にかかわらず、指定官庁は、出願人の明示の請求により、国際出願の処理又は審査をいつでも行うことができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-11〕　特許協力条約に関して。

(ﾛ) 指定官庁による国際出願の処理又は審査は、優先日から３０月を経過する時までに行われる場合がある。
（〇）　PCT23条(1),(2)。前条に規定する当該期間は、優先日から三十箇月を経過する時まで。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条１〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
１ 指定官庁は、出願人の明示の請求により、国際出願の処理又は審査をいつでも行うことができる。
（○）　PCT23条(2)

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十四条　　指定国における効果の喪失

（１） 第十一条（３）に定める国際出願の効果は、次の場合には、（ⅱ）にあつては次条の規定に従うことを条件として、指定国において、当該指定国における国内出願の取下げの効果と同一の効果をもつて消滅する。

（ⅰ） 出願人が国際出願又は当該指定国の指定を取り下げた場合

（ⅱ） 国際出願が第十二条（３）若しくは第十四条（１）（ｂ）、（３）（ａ）若しくは（４）の規定により取り下げられたものとみなされる場合又は当該指定国の指定が第十四条（３）（ｂ）の規定により取り下げられたものとみなされる場合

（ⅲ） 出願人が第二十二条に規定する行為を該当する期間内にしなかつた場合

（２） （１）の規定にかかわらず、指定官庁は、第十一条（３）に定める効果を、その効果の次条（２）の規定による維持が必要とされない場合を含め、維持することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
３ 出願人が指定官庁に対し所定の翻訳文の提出及び必要な国内手数料の支払を該当する期間内にしなかった場合、指定官庁が国際出願の効果を維持することを認めている場合を除き、特許協力条約第１１条(3)に定める国際出願の効果は、指定国において、当該指定国における国内出願の取下げの効果と同一の効果をもって消滅する。

（〇）　PCT24条(1)(iii)・(2)

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十五条　　指定官庁による検査

（１）（ａ） 受理官庁が国際出願日を認めることを拒否した場合若しくは国際出願は取り下げられたものとみなす旨を宣言した場合又は国際事務局が第十二条（３）の規定により所定の期間内に記録原本を受理しなかつたと認定した場合には、国際事務局は、出願人の請求に応じ、出願人が特定した指定官庁に対し当該出願に関する書類の写しを速やかに送付する。

（ｂ） 受理官庁がいずれかの国の指定は取り下げられたものとみなす旨を宣言した場合には、国際事務局は、出願人の請求に応じ、当該国の国内官庁に対し当該出願に関する書類の写しを速やかに送付する。

（ｃ） （ａ）又は（ｂ）にいう請求は、所定の期間内に行う。

（２）（ａ） （ｂ）の規定に従うことを条件として、各指定官庁は、必要な国内手数料の支払及び所定の適当な翻訳文の提出が所定の期間内にあつた場合には、（１）の拒否、宣言又は認定がこの条約及び規則に照らし正当であるかどうかを決定するものとし、その拒否若しくは宣言が受理官庁の過失の結果であり又はその認定が国際事務局の過失の結果であると認めた場合には、当該国際出願を、当該指定官庁に係る国における効果に関する限り、このような過失の結果が生じなかつたものとして取り扱う。
（ｂ） （ａ）の規定は、記録原本が出願人の過失により第十二条（３）にいう所定の期間の満了の後に国際事務局に到達した場合について準用する。ただし、第四十八条（２）の規定が適用される場合に限る。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
２ 受理官庁により国際出願日を認めることを拒否された国際出願について、指定官庁による検査の結果、これが受理官庁の過失の結果であると認められた場合において、国際公開がなされていなかったときは、国際事務局に対して国際公開を行うよう要求することができる。

（×）　PCT25条(2)(a)。国際事務局に対して、国際公開を行うように要求できる規定はない。
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十六条　　指定官庁における補充の機会

指定官庁は、同一又は類似の場合における国内出願について国内法令に定める範囲内で及び手続に従い国際出願の補充をする機会をあらかじめ出願人に与えることなく、この条約及び規則に定める要件を満たしていないことを理由として国際出願を却下してはならない。

★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十七条　　国内的要件

（１） 国内法令は、国際出願が、その形式又は内容について、この条約及び規則に定める要件と異なる要件又はこれに追加する要件を満たすことを要求してはならない。

（２） （１）の規定は、第七条（２）の規定の適用を妨げるものではなく、また、国内法令が、指定官庁における国際出願の処理が開始された後に、

（ⅰ） 出願人が法人である場合にその法人を代表する権限を有する役員の氏名を届け出ること、又は

（ⅱ） 国際出願の一部をなす書類ではないが、国際出願においてされている主張若しくは記述の裏付けとなる書類（出願時に出願人の代表者又は代理人が国際出願に署名している場合に、出願人が自己の署名によつて国際出願を確認するものを含む。）を提出することを定めることを妨げるものでもない。

（３） 出願人が発明者でないという理由で当該指定国の国内法令により国内出願をする資格を有しない場合には、当該指定官庁は、当該国際出願を却下することができる。

（４） 指定国の国内法令が、国内出願の形式又は内容につき、この条約及び規則に国際出願について定める要件よりも出願人の立場からみて有利な要件を定めている場合には、当該指定国の国内官庁、裁判所その他の権限のある機関又は当該指定国のために行動するこれらの機関は、この条約及び規則に定める要件に代えて当該国内法令に定める要件を国際出願について適用することができる。ただし、出願人が、この条約及び規則に定める要件が国際出願について適用されることを要求するときは、この限りでない。

（５） この条約及び規則のいかなる規定も、各締約国が特許性の実体的な条件を定める自由を制限するものと解してはならない。特に先行技術の定義に関するこの条約及び規則の規定は、専ら国際的手続について適用されるものであり、したがつて、いずれの締約国も、国際出願に係る発明の特許性を判断するに当たつて、先行技術その他の特許性の条件（出願の形式及び内容に係るものを除く。）に関する国内法令上の基準を適用する自由を有する。

（６） 国内法令は、その定める特許性の実体的な条件に関する証拠を出願人が提出することを要求することができる。

（７） 受理官庁又は国際出願の処理を開始した指定官庁は、当該受理官庁若しくは当該指定官庁に対して出願人を代理する資格を有する代理人によつて出願人が代理され又は出願人が通知を受け取るためのあて名を指定国内に有するという要件に関する限り、国内法令を適用することができる。

（８） この条約及び規則のいかなる規定も、締約国が自国の安全を保持するために必要と認める措置をとる自由又は締約国が自国の一般的な経済的利益の保護のため自国の居住者若しくは国民の国際出願をする権利を制限する自由を制限するものと解してはならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 指定官庁が適用する国内法令は、国際出願が、その形式又は内容について、特許協力条約及び特許協力条約に基づく規則に定める要件と異なる要件又はこれに追加する要件を満たすことを要求してはならないが、国際出願、その翻訳文又は国際出願に関する書類を２通以上提出することを要求することができる。
（〇）　PCT27条(1)。書類を２通以上提出することを要求できる（PCT規則51の2.1(c)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-24〕　特許法に規定する国際特許出願又は特許協力条約に基づく国際出願に関して。
２ 二人以上の出願人があり、出願人のうちの少なくとも１人が特許協力条約の規定に基づき国際出願をする資格を有するときは、国際出願をすることができる。この場合、指定国における国際出願の効果は、その指定国につき出願人として表示されている者がその指定国の国内法令に基づき国内出願をする資格を有する者であるかどうかによって影響されることはない。

（×）　第１文は、PCT規則18.3により正しい。第２文は、PCT27条(3)およびPCT規則18.4(c)により誤り。影響される場合がある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１　受理官庁又は国際出願の処理を開始した指定官庁は、当該受理官庁又は当該指定官庁に対して出願人を代理する資格を有する代理人によって出願人が代理されるという要件について、国内法令を適用することができる。
（〇）　PCT27条(7)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-29〕　特許協力条約に関して。
３ 国際段階の手続においてではあっても、受理官庁は、当該受理官庁に対して出願人を代理する資格を有する代理人によって出願人が代理されるという要件に関して、自国の国内法令を適用することができる。

（〇）　PCT27条(7)

★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十八条　　指定官庁における請求の範囲、明細書及び図面の補正

（１） 出願人は、各指定官庁において所定の期間内に請求の範囲、明細書及び図面について補正をする機会を与えられる。指定官庁は、出願人の明示の同意がない限り、その期間の満了前に特許を与えてはならず又は特許を拒絶してはならない。

（２） 補正は、出願時における国際出願の開示の範囲を超えてしてはならない。ただし、指定国の国内法令が認める場合は、この限りでない。

（３） 補正は、この条約及び規則に定めのないすべての点については、指定国の国内法令の定めるところによる。

（４） 補正書は、指定官庁が国際出願の翻訳文の提出を要求する場合には、その翻訳文の言語で作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条１〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
５ 出願人は、各指定官庁において所定の期間内に請求の範囲、明細書及び図面について補正をする機会を与えられる。指定官庁は、出願人の明示の同意がない限り、その期間の満了前に特許を与えてはならない。
（○）　PCT28条(1)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４　出願人は、各指定官庁において所定の期間内に請求の範囲、明細書及び図面について補正をする機会を与えられるが、指定官庁は、出願人の明示の同意がない限り、その期間の満了前に特許を与えてはならず又は特許を拒絶してはならない。
（〇）　PCT28条(1)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-27〕　特許協力条約に関して。

２ 出願人は、各指定官庁において所定の期間内に請求の範囲、明細書及び図面について補正をする機会を与えられる。指定官庁は、出願人の明示の同意がない限り、その期間の満了前に特許を与えてはならず又は特許を拒絶してはならない。
（〇）　PCT28条(1)

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十九条　　国際公開の効果

（１） 指定国における出願人の権利の保護に関する限り、国際出願の国際公開の指定国における効果は、（２）から（４）までの規定に従うことを条件として、審査を経ていない国内出願の強制的な国内公開について当該指定国の国内法令が定める効果と同一とする。

（２） 指定国の国内法令は、当該指定国において国内法令に基づく公開に用いられる言語と異なる言語で国際公開が行われた場合に（１）に定める効果が次のいずれかの時からのみ生ずることを定めることができる。

（ⅰ） 当該公開に用いられる言語による翻訳文が、国内法令の定めるところにより公表された時

（ⅱ） 当該公開に用いられる言語による翻訳文が、国内法令の定めるところにより公衆の閲覧に供されることによつて公衆が利用することができるようにされた時

（ⅲ） 当該公開に用いられる言語による翻訳文が、国際出願に係る発明を許諾を得ないで現に実施しており又は実施すると予想される者に対し出願人によつて送付された時

（ⅳ） （ⅰ）及び（ⅲ）に規定する措置の双方がとられた時又は（ⅱ）及び（ⅲ）に規定する措置の双方がとられた時

（３） 指定国の国内法令は、国際公開が出願人の請求により優先日から十八箇月を経過する前に行われた場合に（１）に定める効果が優先日から十八箇月を経過した時からのみ生ずることを定めることができる。

（４） 指定国の国内法令は、（１）に定める効果が第二十一条の規定に従つて公開された国際出願を当該指定国の国内官庁又は当該指定国のために行動する国内官庁が受領した日からのみ生ずることを定めることができる。当該国内官庁は、その公報にその受領の日をできる限り速やかに掲載する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 指定国の国内法令は、国際公開が出願人の請求により優先日から１８月を経過する前に行われた場合に、指定国における出願人の権利の保護に関して、国際出願の国際公開の指定国における効果が優先日から１８月を経過した時からのみ生ずることを定めてはならない。
（×）　PCT29条(3)

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十条　　国際出願の秘密保持

（１）（ａ） （ｂ）の規定が適用される場合を除くほか、国際事務局及び国際調査機関は、国際出願の国際公開が行われる前に、いかなる者又は当局に対しても国際出願が知得されるようにしてはならない。ただし、出願人の請求による場合又はその承諾を得た場合は、この限りでない。

（ｂ） （ａ）の規定は、管轄国際調査機関への送付、第十三条の送付及び第二十条の送達については、適用しない。
（２）（ａ） 国内官庁は、次の日のうち最も早い日前に、第三者に対し国際出願が知得されるようにしてはならない。ただし、出願人の請求による場合又はその承諾を得た場合は、この限りでない。

（ⅰ） 国際出願の国際公開の日

（ⅱ） 第二十条の規定に従つて送達される国際出願の受理の日

（ⅲ） 第二十二条の規定に基づく国際出願の写しの受理の日

（ｂ） （ａ）の規定は、国内官庁が自己が指定官庁とされた旨を第三者に通知すること又はその指定された事実を公表することを妨げるものではない。ただし、その通知又は公表には、受理官庁の名称、出願人の氏名又は名称、国際出願日、国際出願番号及び発明の名称以外の事項を含めることができない。

（ｃ） （ａ）の規定は、指定官庁が司法当局に対し国際出願が知得されるようにすることを妨げるものではない。

（３） （２）（ａ）の規定は、第十二条（１）の送付の場合を除くほか、受理官庁について適用する。

（４） この条の規定の適用上、「知得されるようにする」とは、手段のいかんを問わず第三者が知ることができるようにすることをいい、個別に通報すること及び一般に公表することを含む。ただし、国内官庁が、国際公開前又は、国際公開が優先日から二十箇月を経過する時までに行われない場合には、優先日から二十箇月を経過する前に、国際出願又はその翻訳文を一般に公表してはならないことを条件とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-57〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 指定官庁が、出願人の請求がなく、かつ、その承諾を得ていなくても、国際出願の国際公開の日前に司法当局に対し国際出願が知得されるようにすることは、妨げられない。
（〇）　PCT30条(1)(a)・(2)(c)

第二章　　国際予備審査
★★★★★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十一条　　国際予備審査の請求

（１） 国際出願は、出願人の国際予備審査の請求により、この条及び次の諸条並びに規則の定めるところにより国際予備審査の対象とする。

（２）（ａ） 出願人が、規則の定めるところによつて、この章の規定に拘束される締約国の居住者又は国民である場合において、そのような締約国の受理官庁又はそのような締約国のために行動する受理官庁に国際出願をしたときは、その出願人は、国際予備審査の請求をすることができる。

（ｂ） 総会は、国際出願をする資格を有する者に対し、その者が非締約国又はこの章の規定に拘束されない締約国の居住者又は国民である場合においても、国際予備審査の請求をすることを認めることを決定することができる。

（３） 国際予備審査の請求は、国際出願とは別個に行う。この請求書には、所定の事項を記載するものとし、この請求書は、所定の言語及び形式で作成する。

（４）（ａ） 国際予備審査の請求書には、国際予備審査の結果を利用することを出願人が意図する一又は二以上の締約国（「選択国」）を表示する。選択国は、後にする選択によつて追加することができる。選択の対象は、第四条の規定によつて既に指定された締約国に限る。

（ｂ） （２）（ａ）の出願人は、この章の規定に拘束されるいずれの締約国をも選択することができる。（２）（ｂ）の出願人は、この章の規定に拘束される締約国であつて（２）（ｂ）の出願人によつて選択される用意があることを宣言しているもののみを選択することができる。

（５） 国際予備審査の請求については、所定の期間内に所定の手数料を支払わなければならない。

（６）（ａ） 国際予備審査の請求は、次条に規定する管轄国際予備審査機関に対して行う。

（ｂ） 後にする選択は、国際事務局に届け出る。

（７） 各選択官庁は、自己が選択官庁とされた旨の通知を受ける。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 出願人は、国際予備審査の請求を管轄国際予備審査機関に対して行い、国際事務局は、各選択官庁に対し自己が選択官庁とされた旨を通知する。

（〇）　PCT31条(1)・(6)(a)・(7)。第３１条（７）の通知は、国際事務局が行う（PCT規則61.2(a)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条01〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
1 出願人が、規則の定めるところによって、条約第２章の規定に拘束される締約国の居住者又は国民である場合において、そのような締約国の受理官庁又はそのような締約国のために行動する受理官庁に国際出願をしたときは、その出願人は、国際予備審査の請求をすることができる。
（〇）　PCT31条(2)(a)。条文の通り。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-46〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１　国際予備審査の請求をする２人以上の出願人がある場合には、そのうちの少なくとも１人の出願人が、特許協力条約第２章の規定に拘束される締約国の居住者又は国民であれば、同章の規定に拘束される締約国の受理官庁又はその締約国のために行動する受理官庁に国際出願していないときでも、国際予備審査の請求をすることができる。
（×）　PCT31条(2)(a)。「同章の規定に拘束される締約国の受理官庁又はその締約国のために行動する受理官庁に国際出願」した場合に限られる。２人以上の出願人がある場合の規定は、PCT規則54.2。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 国際予備審査の請求は、国際出願とは別個に行う。この請求書には、所定の事項を記載するものとし、この請求書は、所定の言語及び形式で作成する。
（〇）　PCT31条(3)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
４ 国際予備審査の請求をした出願人は、所定の期間内に所定の手数料を国際予備審査機関に支払わなければならない。国際予備審査機関に支払われた額が不足する場合、国際予備審査機関は、その不足額を支払うよう出願人に求め、出願人がこれに応じないときは、国際予備審査の請求は行われなかったものとみなされる。
（〇）　第１文は、PCT31条(5)。第２文は、PCT規則58の2.1(a)(i)・(b)。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-42〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 選択官庁に対する、自己が選択官庁とされた旨の通知は、国際予備審査機関が行う。
（×）　第３１条（７）の通知は、国際事務局が行う（PCT規則61.2(a)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条03〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
1 国際予備審査の請求をした後に選択国を追加する場合、後にする選択は、管轄国際予備審査機関に届け出る。
（×）　PCT31条(6)(b)。「管轄国際予備審査機関」ではなく、「国際事務局」に届け出る。
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十二条　　国際予備審査機関

（１） 国際予備審査は、国際予備審査機関が行う。

（２） 受理官庁は前条（２）（ａ）にいう国際予備審査の請求につき、総会は同条（２）（ｂ）にいう国際予備審査の請求につき、国際予備審査機関と国際事務局との間の関係取決めに従い、国際予備審査を管轄することとなる一又は二以上の国際予備審査機関を特定する。
（３） 第十六条（３）の規定は、国際予備審査機関について準用する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-22〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 受理官庁は、国際予備審査機関と国際事務局との間の関係取決めに従い、国際予備審

査を管轄することとなる１又は２以上の国際予備審査機関を特定する。
（〇）　PCT32条(2)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-43〕　特許協力条約に関して。
２ 各機関の主観の入り込む余地を排除するため、特許協力条約には、国際予備審査機関は単一の機関とすることが究極の目的である旨規定されている。

（×）　PCT32条など。国際調査機関は、単一の機関とすることに言及がある（PCT16条(2)）。
★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十三条　　国際予備審査

（１） 国際予備審査は、請求の範囲に記載されている発明が新規性を有するもの、進歩性を有するもの（自明のものではないもの）及び産業上の利用可能性を有するものと認められるかどうかの問題についての予備的なかつ拘束力のない見解を示すことを目的とする。

（２） 国際予備審査に当たつては、請求の範囲に記載されている発明は、規則に定義する先行技術のうちに該当するものがない場合には、新規性を有するものとする。

（３） 国際予備審査に当たつては、請求の範囲に記載されている発明は、所定の基準日に当該技術分野の専門家にとつて規則に定義する先行技術からみて自明のものではない場合には、進歩性を有するものとする。

（４） 国際予備審査に当たつては、請求の範囲に記載されている発明は、いずれかの産業の分野においてその発明の対象がその発明の性質に応じ技術的な意味において生産し又は使用することができるものである場合には、産業上の利用可能性を有するものとする。「産業」の語は、工業所有権の保護に関するパリ条約におけると同様に最も広義に解釈する。

（５） （１）から（４）までに規定する基準は、国際予備審査にのみ用いる。締約国は、請求の範囲に記載されている発明が自国において特許を受けることができる発明であるかどうかを決定するに当たつては、追加の又は異なる基準を適用することができる。

（６） 国際予備審査に当たつては、国際調査報告に列記されたすべての文献を考慮に入れるものとし、更に、当該事案に関連があると認められる文献をも考慮に入れることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 国際予備審査は、請求の範囲に記載されている発明が新規性を有するもの、進歩性を有するもの（自明のものではないもの）及び産業上の利用可能性を有するものと認められるかどうかの問題についての予備的なかつ拘束力のない見解を示すことを目的とする。当該見解における基準は、国際予備審査にのみ用いられ、締約国は、自国において特許を受けることができる発明であるかどうかの判断において、追加の又は異なる基準を適用することができる。
（〇）　第１文は、PCT33条(1)。第２文は、PCT33条(5)。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査に当たっては、国際予備審査機関は、国際調査報告に列記された全ての文献を考慮に入れる。
（〇）　PCT33条(6)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-59〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 国際予備審査に当たっては、国際調査報告に列記されたすべての文献を考慮に入れるものとするが、国際調査報告で引用されている文献は、国際予備審査機関により関連があると認められた場合にのみ国際予備審査報告に列記する必要がある。
（〇）　前半は、PCT33条(6)より正しい。後半は、PCT規則70.7(a)より正しい。
★★★★★｜★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十四条　　国際予備審査機関における手続

（１） 国際予備審査機関における手続は、この条約、規則並びに国際事務局がこの条約及び規則に従つて当該国際予備審査機関と締結する取決めの定めるところによる。

（２）（ａ） 出願人は、国際予備審査機関と口頭及び書面で連絡する権利を有する。

（ｂ） 出願人は、国際予備審査報告が作成される前に、所定の方法で及び所定の期間内に、請求の範囲、明細書及び図面について補正をする権利を有する。この補正は、出願時における国際出願の開示の範囲を超えてしてはならない。

（ｃ） 出願人は、国際予備審査機関が次のすべての条件が満たされていると認める場合を除くほか、少なくとも一回当該国際予備審査機関から書面による見解を示される。

（ⅰ） 発明が前条（１）に規定する基準に適合していること。

（ⅱ） 国際出願が当該国際予備審査機関の点検した範囲内でこの条約及び規則に定める要件を満たしていること。

（ⅲ） 当該国際予備審査機関が次条（２）の末文の意見を述べることを意図していないこと。

（ｄ） 出願人は、書面による見解に対して答弁をすることができる。

（３）（ａ） 国際予備審査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合には、出願人に対し、その選択によりその要件を満たすように請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを求めることができる。

（ｂ） 選択国の国内法令は、（ａ）の規定により出願人が請求の範囲を減縮することを選択する場合に、その減縮の結果国際予備審査の対象とならない国際出願の部分は、当該選択国における効果に関する限り、出願人が当該選択国の国内官庁に特別手数料を支払つた場合を除くほか、取り下げられたものとみなすことを定めることができる。

（ｃ） 出願人が所定の期間内に（ａ）の求めに応じない場合には、国際予備審査機関は、国際出願のうち主発明であると認められる発明に係る部分について国際予備審査報告を作成し、この報告に関係事実を記載する。選択国の国内法令は、当該選択国の国内官庁が国際予備審査機関の求めを正当であると認める場合に、主発明に係る部分以外の国際出願の部分は、当該選択国における効果に関する限り、出願人が当該国内官庁に特別手数料を支払つた場合を除くほか、取り下げられたものとみなすことを定めることができる。

（４）（ａ） 国際予備審査機関は、国際出願について次のいずれかの事由がある場合には、前条（１）の問題を検討することなく、出願人に対しその旨の見解及びその根拠を通知する。

（ⅰ） 当該国際予備審査機関が、当該国際出願の対象が規則により国際予備審査機関による国際予備審査を要しないとされているものであると認め、かつ、当該国際出願について国際予備審査を行わないことを決定したこと。

（ⅱ） 当該国際予備審査機関が、明細書、請求の範囲若しくは図面が明瞭でないため又は請求の範囲が明細書により十分な裏付けをされていないため、請求の範囲に記載されている発明の新規性、進歩性（自明のものではないこと）又は産業上の利用可能性について有意義な見解を示すことができないと認めたこと。
（ｂ） （ａ）に規定するいずれかの事由が一部の請求の範囲のみについて又は一部の請求の範囲のみとの関連においてある場合には、（ａ）の規定は、当該請求の範囲のみについて適用する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-31〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人は、国際予備審査機関と口頭及び書面で連絡する権利を有する。
（〇）　PCT34条(2)(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-4〕　特許協力条約に関して。
２ 国際調査機関が、特許協力条約で定める事由により、全部の請求の範囲について国際調査報告を作成しない旨を通知した場合は、特許協力条約第１９条(１)に規定する補正をすることができないが、国際予備審査機関が、特許協力条約で定める事由により、全部の請求の範囲について国際予備審査を行わない旨の見解を通知した場合は、特許協力条約第３４条(2)(ｂ)に規定する補正をすることができる。

（〇）　PCT19条(1)、　PCT34条(2)(b)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-21〕　特許協力条約における国際予備審査に関して。
５ 国際予備審査において、出願人は、国際予備審査機関に、請求の範囲についての補正書を１回に限り提出することができる。
（×）　PCT34条(2)(b)。回数の制限規定は無い。なお、PCT19条の補正は１回に限りである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-21〕　特許協力条約における国際予備審査に関して。
３ 国際予備審査機関は、国際出願が発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合には、請求の範囲の減縮又は追加手数料の支払いを求めなければならない。

（×）　PCT34条(3)(a)。求めることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-13〕　特許協力条約に関して。

３ 発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合に、出願人に対し、支払を求める追加手数料について、その額を定めることができるのは管轄国際調査機関のみである。
（×）　PCT17条(3)(a)、PCT34条(3)(a)、PCT規則68.3(a)。国際調査段階では「管轄国際調査機関」が、予備審査段階では「管轄国際予備審査機関」が定める。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
２ 国際予備審査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合には、出願人に対し、その選択によりその要件を満たすように請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを求めることができる。これに対して、出願人が請求の範囲を減縮した場合であっても、国際予備審査機関は、減縮後の請求の範囲のうち一部の発明に係る部分について国際予備審査報告を作成しないことがある。

（○）　前半は、PCT34条(3)(a)。後半は、PCT規則68.3とPCT34条(3)(c)。請求の範囲の不十分な減縮の場合は、こうなる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-42〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合には、出願人に対し、出願人の選択によりその要件を満たすように請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを求めることができる。
（〇）　PCT34条(3)(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条04〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
3 国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと国際予備審査機関が認める場合に、出願人が、請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことの求めに応じないときは、国際予備審査機関は、常に、請求の範囲に最初に記載されている発明について国際予備審査報告を作成する。
（×）　PCT34条(3)(a)・(c)、PCT規則68.5。基本は、「主発明であると認められる発明に係る部分について国際予備審査報告を作成」する。「常に、請求の範囲に最初に記載されている発明について国際予備審査報告を作成」するわけではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-59〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 国際予備審査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合には、出願人に対し、その選択によりその要件を満たすように請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを求めることができる。出願人が所定の期間内にその求めに応じない場合には、国際予備審査機関は常に請求の範囲に最初に記載されている発明を主発明とみなし、当該主発明に係る部分について国際予備審査報告を作成する。 
（×）　PCT34条(3)(a)・(c)、PCT規則68.5。「常に請求の範囲に最初に記載されている発明を主発明とみなす」わけではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-59〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 国際予備審査機関が、出願人に対し、明細書、請求の範囲若しくは図面が明瞭でないため又は請求の範囲が明細書により十分な裏付けをされていないため、請求の範囲に記載されている発明の新規性、進歩性又は産業上の利用可能性について有意義な見解を示すことができない旨の見解を書面で示し、期間を指定して答弁を求めるとき、指定する期間は、いかなる場合にも通知の日の後１月未満とはされない。 
（〇）　PCT34条(4)(a)(ii)。通知の日の後一箇月未満であつてはならない（PCT規則66.2(a)(i)・(d)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査機関は、国際予備審査報告の作成の際、現に、明細書、請求の範囲若しくは図面が明瞭でないため又は請求の範囲が明細書により十分な裏付けをされていないため、請求の範囲に記載されている発明の新規性、進歩性又は産業上の利用可能性について有意義な見解を示すことができないと認める場合には、国際予備審査報告にその旨の見解及びその根拠を記述するものとし、当該国際予備審査報告には、請求の範囲に記載されている発明の新規性、進歩性及び産業上の利用可能性の基準に適合していると認められるかどうかについて、いかなる記述もしてはならない。
（〇）　前半は、PCT34条(4)(a)。後半は、PCT35条(3)(a)。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査機関は、国際出願について、請求の範囲が明瞭でないため、請求の範囲に記載されている発明の新規性、進歩性又は産業上の利用可能性について有意義な見解を示すことができないと認める場合は、国際予備審査報告には、その発明が新規性、進歩性及び産業上の利用可能性の基準に適合していると認められるかどうかについてのいかなる記述もしてはならない。
（〇）　前半は、PCT34条(4)(a)。後半は、PCT35条(3)(a)。
★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十五条　　国際予備審査報告

（１） 国際予備審査報告は、所定の期間内に、所定の形式で作成する。

（２） 国際予備審査報告には、請求の範囲に記載されている発明がいずれかの国内法令により特許を受けることができる発明であるかどうか又は特許を受けることができる発明であると思われるかどうかの問題についてのいかなる陳述をも記載してはならない。国際予備審査報告には、（３）の規定が適用される場合を除くほか、請求の範囲が国際予備審査に当たつての第三十三条（１）から（４）までに規定する新規性、進歩性（自明のものではないこと）及び産業上の利用可能性の基準に適合していると認められるかどうかを各請求の範囲について記述する。その記述には、その記述の結論を裏付けると認められる文献を列記するものとし、場合により必要な説明を付する。また、その記述には、規則に定める他の意見を付する。

（３）（ａ） 国際予備審査機関は、国際予備審査報告の作成の際現に前条（４）（ａ）に規定するいずれかの事由があると認める場合には、国際予備審査報告にその旨の見解及びその根拠を記述する。国際予備審査報告には、（２）のいかなる記述もしてはならない。

（ｂ） 前条（４）（ｂ）に規定する事情があると認められる場合には、国際予備審査報告には、同条（４）（ｂ）にいう一部の請求の範囲については（ａ）の記述をするものとし、他の請求の範囲については（２）の記述をする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-11〕　特許協力条約に関して。

４ 国際予備審査報告には、請求の範囲に記載されている発明がいずれかの国内法令により特許を受けることができる発明であるかどうかの問題についてのいかなる陳述をも記載してはならない。
（〇）　PCT35条(2)第１文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-55〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 国際予備審査機関は、国際出願の対象が規則により国際予備審査を要しないとされているものである旨の見解及びその根拠を国際予備審査報告に記述する場合でも、当該国際出願の対象について、産業上の利用可能性の基準に適合していると認められるかどうかを記述することができる。
（×）　PCT35条(2)・(3)(a)。PCT34条(4)(a)も参照。記載してはならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査機関は、国際予備審査報告の作成の際、現に、明細書、請求の範囲若しくは図面が明瞭でないため又は請求の範囲が明細書により十分な裏付けをされていないため、請求の範囲に記載されている発明の新規性、進歩性又は産業上の利用可能性について有意義な見解を示すことができないと認める場合には、国際予備審査報告にその旨の見解及びその根拠を記述するものとし、当該国際予備審査報告には、請求の範囲に記載されている発明の新規性、進歩性及び産業上の利用可能性の基準に適合していると認められるかどうかについて、いかなる記述もしてはならない。
（〇）　前半は、PCT34条(4)(a)。後半は、PCT35条(3)(a)。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査機関は、国際出願について、請求の範囲が明瞭でないため、請求の範囲に記載されている発明の新規性、進歩性又は産業上の利用可能性について有意義な見解を示すことができないと認める場合は、国際予備審査報告には、その発明が新規性、進歩性及び産業上の利用可能性の基準に適合していると認められるかどうかについてのいかなる記述もしてはならない。
（〇）　前半は、PCT34条(4)(a)。後半は、PCT35条(3)(a)。
★★★★★｜★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十六条　　国際予備審査報告の送付、翻訳及び送達

（１） 国際予備審査報告は、所定の附属書類とともに出願人及び国際事務局に送付する。

（２）（ａ） 国際予備審査報告及び附属書類は、所定の言語に翻訳する。

（ｂ） 国際予備審査報告の翻訳文は、国際事務局により又はその責任において作成されるものとし、附属書類の翻訳文は、出願人が作成する。

（３）（ａ） 国際予備審査報告は、所定の翻訳文及び原語の附属書類とともに、国際事務局が各選択官庁に送達する。

（ｂ） 附属書類の所定の翻訳文は、出願人が所定の期間内に選択官庁に送付する。
（４） 第二十条（３）の規定は、国際予備審査報告に列記された文献であつて国際調査報告には列記されていないものの写しについて準用する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-43〕　特許協力条約に関して。
４ 国際予備審査報告は、国際出願の国際公開の言語又は国際予備審査の行われた翻訳文の言語で作成され、附属書類と共に出願人及び国際事務局に送付されるが、選択官庁が国際予備審査報告を英語に翻訳することを要求する場合は、出願人は自らその翻訳文を作成し、選択官庁に送付しなければならない。

（×）　PCT規則70.17、PCT36条(1)・(2)(b)・(3)(a)。国際予備審査報告の翻訳文は国際事務局が作成し、附属書類の翻訳文は出願人が作成する。出願人が送付することもない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
５ 国際予備審査報告の翻訳文及びその附属書類の翻訳文は、いずれも、国際事務局により又はその責任において作成される。
（×）　PCT36条(2)(b)。附属書類の翻訳文は、出願人が作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-47〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査報告は、所定の翻訳文及び原語の附属書類とともに、国際事務局が各選択官庁に送達し、附属書類の所定の翻訳文は、出願人が作成し、所定の期間内に選択官庁に送付する。
（〇）　PCT36条(2)(b)、(3)(a)・(b)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 国際予備審査機関の枠組みにおいて設置される検査機関による異議についての決定の書面の翻訳文は、国際事務局が作成する。
（×）　PCT36条(2)(b)。異議についての決定の書面は国際予備審査報告の附属書類である（PCT規則68.3(c)）から、その翻訳文は出願人が作成する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査報告を受領した選択官庁は、他の選択官庁における当該国際出願に関する審査に係る書類の写しの提出を出願人に要求することはできないが、国内手続において、国際予備審査報告に列記された文献の写しを国際予備審査機関から入手できる場合がある。

（〇）　前半は、PCT42条。後半は、PCT36条(4)準用するPCT20条(3)。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-6〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 国際予備審査報告に係る国際出願の出願人又は選択官庁は、国際予備審査報告に列記された文献であって国際調査報告には列記されていないものの写しの送付を、国際出願日から７年の期間いつでも、国際予備審査機関に請求することができる。
（〇）　PCT36条(4)で準用するPCT20条(3)。７年の期間は、PCT規則71.2(a)に規定。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条04〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
5 国際予備審査機関は、選択官庁又は出願人の請求に応じ、規則の定めるところにより、当該選択官庁又は当該出願人に対し、国際予備審査報告に列記された文献であって、国際調査報告に列記されていないものの写しを送付する。
（〇）　PCT36条(4)で準用するPCT20条(3)。
★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十七条　　国際予備審査の請求又は選択の取下げ

（１） 出願人は、いずれかの又はすべての選択国の選択を取り下げることができる。

（２） すべての選択国の選択が取り下げられた場合には、国際予備審査の請求は、取り下げられたものとみなす。

（３）（ａ） 取下げは、国際事務局に届け出る。
（ｂ） （ａ）の届出があつた場合には、国際事務局は、関係選択官庁及び関係国際予備審査機関にその旨を通告する。

（４）（ａ） （ｂ）の規定が適用される場合を除くほか、国際予備審査の請求又は選択の取下げは、関係締約国に関する限り、国際出願の取下げとみなす。ただし、関係締約国の国内法令に別段の定めがある場合は、この限りでない。

（ｂ） 国際予備審査の請求又は選択の取下げは、第二十二条に規定する当該期間の満了前に行われた場合には、国際出願の取下げとはみなさない。もつとも、締約国は、自国の国内官庁が当該期間内に国際出願の写し、所定の翻訳文及び国内手数料を受け取つた場合にのみこの（ｂ）の規定が適用されることを国内法令で定めることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-11〕　特許協力条約に関して。

３ 国際出願について国際予備審査の請求をした場合、出願人は、いずれかの又はすべての選択国の選択を取り下げることができる。
（〇）　PCT37条(1)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-47〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 管轄国際予備審査機関に対して国際予備審査請求を行った後、所定の期間内に国際事務局に全ての選択国の選択の取下げを届け出た場合には、国際予備審査の請求は取り下げられたものとみなされる。
（〇）　PCT37条(2)・(3)(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-55〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 選択が取り下げられた締約国の国内官庁が、優先日から３０月を経過する前に、国際出願の写し、所定の翻訳文及び国内手数料を受け取った場合、当該選択の取下げは、当該締約国に関し、国際出願の取下げとはみなさない。
（〇）　PCT22条(1)、PCT37条(4)(b)

★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十八条　　国際予備審査の秘密保持

（１） 国際事務局及び国際予備審査機関は、いかなる時においても、いかなる者又は当局（国際予備審査報告の作成の後は、選択官庁を除く。）に対しても国際予備審査の一件書類につき第三十条（４）（ただし書を含む）に定義する意味において知得されるようにしてはならない。ただし、出願人の請求による場合又はその承諾を得た場合は、この限りでない。

（２） （１）、第三十六条（１）及び（３）並びに前条（３）（ｂ）の規定に従うことを条件として、国際事務局及び国際予備審査機関は、国際予備審査報告の作成の有無及び国際予備審査の請求又は選択の取下げの有無について情報を提供してはならない。ただし、出願人の請求による場合又はその承諾を得た場合は、この限りでない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 国際事務局及び国際予備審査機関は、出願人の請求による場合又はその承諾を得た場合を除き、いかなる時においても、いかなる者又は当局に対しても、国際予備審査の一件書類につき、特許協力条約に定義する意味において知得されるようにしてはならない。
（×）　PCT38条(1)かっこ書。国際予備審査報告の作成の後は、選択官庁を除く。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-18〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 国際事務局及び国際予備審査機関は、出願人の承諾を得た場合でも、いかなる時においても、いかなる者又は当局(国際予備審査報告の作成の後は、選択官庁を除く。)に対しても、国際予備審査の一件書類につき、特許協力条約に定義する意味において知得されるようにしてはならない。
（×）　PCT38条(1)ただし書。出願人の請求による場合も、例外である。
☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三十九条　　選択官庁に対する国際出願の写し及び翻訳文の提出並びに手数料の支払

（１）（ａ） 締約国の選択が優先日から十九箇月を経過する前に行われた場合には、第二十二条の規定は、当該締約国については適用しないものとし、出願人は、優先日から三十箇月を経過する時までに各選択官庁に対し、国際出願の写し（第二十条の送達が既にされている場合を除く。）及び所定の翻訳文を提出し並びに、該当する場合には、国内手数料を支払う。

（ｂ） 国内法令は、（ａ）に規定する行為をするため、（ａ）に定める期間よりも遅い時に満了する期間を定めることができる。

（２） 第十一条（３）に定める効果は、出願人が（１）（ａ）に規定する行為を（１）（ａ）又は（ｂ）に規定する当該期間内にしなかつた場合には、選択国において、当該選択国における国内出願の取下げの効果と同一の効果をもつて消滅する。

（３） 選択官庁は、出願人が（１）（ａ）又は（ｂ）の要件を満たしていない場合においても、第十一条（３）に定める効果を維持することができる。

☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第四十条　　国内審査及び他の処理の繰延べ

（１） 締約国の選択が優先日から十九箇月を経過する前に行われた場合には、第二十三条の規定は、当該締約国については適用しないものとし、当該締約国の国内官庁又は当該締約国のために行動する国内官庁は、（２）の規定が適用される場合を除くほか、前条に規定する当該期間の満了前に、国際出願の審査及び他の処理を開始してはならない。

（２） （１）の規定にかかわらず、選択官庁は、出願人の明示の請求により、国際出願の審査及び他の処理をいつでも開始することができる。

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第四十一条　　選択官庁における請求の範囲、明細書及び図面の補正

（１） 出願人は、各選択官庁において所定の期間内に請求の範囲、明細書及び図面について補正をする機会を与えられる。選択官庁は、出願人の明示の同意がない限り、その期間の満了前に特許を与えてはならず又は特許を拒絶してはならない。

（２） 補正は、出願時における国際出願の開示の範囲を超えてしてはならない。ただし、選択国の国内法令が認める場合は、この限りでない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
１ 出願人は、各選択官庁において所定の期間内に請求の範囲、明細書及び図面について補正をする機会を与えられる。補正は、いかなる場合も、出願時における国際出願の開示の範囲を超えてしてはならない。

（×）　PCT41条(1)(2)。選択国の国内法令が認める場合は、出願時における国際出願の開示の範囲を超えても良い。
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第四十二条　　選択官庁における国内審査の結果

国際予備審査報告を受領した選択官庁は、出願人に対し、他の選択官庁における当該国際出願に関する審査に係る書類の写しの提出又はその書類の内容に関する情報の提供を要求することができない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-3〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際予備審査報告を受領した選択官庁は、出願人に対し、他の選択官庁における当該国際出願に関する審査に係る書類の写しの提出又はその書類の内容に関する情報の提供を要求することができない。
（〇）　PCT42条
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査報告を受領した選択官庁は、他の選択官庁における当該国際出願に関する審査に係る書類の写しの提出を出願人に要求することはできないが、国内手続において、国際予備審査報告に列記された文献の写しを国際予備審査機関から入手できる場合がある。

（〇）　前半は、PCT42条。後半は、PCT36条(4)で準用するPCT20条(3)。
※第三章以下、過去１５年間に出題があった条文のみを掲載する
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第四十七条　　期間

（１） この条約に規定する期間の計算については、規則に定める。

（２）（ａ） 前二章に定めるすべての期間は、第六十条の規定による改正のほか、締約国の決定によつても変更することができる。

（ｂ） （ａ）の決定は、総会において又は通信による投票によつて行うものとし、全会一致によらなければならない。
（ｃ） （ａ）の変更のための手続の細目は、規則に定める。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条5〕　特許協力条約に関して。

５ 特許協力条約第１章及び第２章で定める期間は、特許協力条約第６０条の規定による改正によらずに変更することができる場合がある。
（〇）　PCT47条(2)(a)。締約国の決定によつても変更することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-11〕　特許協力条約に関して。
１ 条約第２２条〔指定官庁に対する国際出願の写し及び翻訳文の提出並びに手数料の支払〕に規定する３０月の期間は、締約国の特別の会議における条約の改正によるほか、国際特許協力同盟の総会における締約国の決定によっても変更することができる。
（〇）　PCT47条(2)(a)。PCT60条(1)、PCT規則81.1(a)、PCT規則81.2も参照。
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第四十九条　　国際機関に対し業として手続をとる権能

弁護士、弁理士その他の者であつて当該国際出願がされた国内官庁に対し業として手続をとる権能を有するものは、当該国際出願について、国際事務局、管轄国際調査機関及び管轄国際予備審査機関に対し業として手続をとる権能を有する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-11〕　特許協力条約に関して。

２ 弁護士、弁理士その他の者であって国際出願がされたＸ国の国内官庁に対し業として手続をとる権能を有するものは、当該国際出願について、国際事務局に対し業として手続をとる権能を有するが、管轄国際調査機関がＹ国の国内官庁である場合には、当該管轄国際調査機関に対し業として手続をとる権能を有しない。
（×）　PCT49条。権能を有する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-41〕　２人以上の出願人が、特許協力条約に基づき受理官庁としての国際事務局に国際出願をする場合に関して。
２ 出願人のうち１人が日本の居住者である国際出願である場合、出願人は日本の弁理士資格を有する者を、当該国際出願について国際事務局、管轄国際調査機関及び管轄国際予備審査機関に対して業として手続をとる代理人として選任することができる。

（〇）　PCT規則83.1の2(a)・(b)、PCT49条。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第六十条　　この条約の改正

（１） この条約は、締約国の特別の会議により随時改正することができる。

（２） 改正会議の招集は、総会が決定する。

（３） 国際調査機関として又は国際予備審査機関として選定された政府間機関は、改正会議にオブザーバーとして出席することを認められる。

（４） 第五十三条（５）、（９）及び（１１）、第五十四条、第五十五条（４）から（８）まで、第五十六条並びに第五十七条の規定は、改正会議により又は次条の規定に従つて修正することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-11〕　特許協力条約に関して。
１ 条約第２２条〔指定官庁に対する国際出願の写し及び翻訳文の提出並びに手数料の支払〕に規定する３０月の期間は、締約国の特別の会議における条約の改正によるほか、国際特許協力同盟の総会における締約国の決定によっても変更することができる。
（〇）　PCT47条(2)(a)。PCT60条(1)、PCT規則81.1(a)、PCT規則81.2も参照。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第六十四条　　留保

（１）（ａ） いずれの国も、第二章の規定に拘束されないことを宣言することができる。

（ｂ） （ａ）の宣言を行つた国は、第二章の規定及び規則中同章の規定に対応する規定に拘束されない。

（２）（ａ） （１）（ａ）の宣言を行わない国は、次のことを宣言することができる。

（ⅰ） 国際出願の写し及び所定の翻訳文の提出については第三十九条（１）の規定に拘束されないこと。

（ⅱ） 第四十条に規定する国内処理の繰延べの義務によつて、自国の国内官庁による又はこれに通ずる国際出願又はその翻訳文の公表が妨げられることのないこと。もつとも、当該国内官庁に対し第三十条及び第三十八条の義務を免除するものと解してはならない。

（ｂ） （ａ）の宣言を行つた国は、その限度において当該規定に拘束されない。

（３）（ａ） いずれの国も、自国に関する限り、国際出願の国際公開を行う必要がないことを宣言することができる。

（ｂ） 優先日から十八箇月を経過した時に、国際出願に（ａ）の宣言を行つている国のみの指定が含まれている場合には、その国際出願の第二十一条（２）の規定に基づく国際公開は、行わない。

（ｃ） （ｂ）の規定が適用される場合であつても、国際事務局は、

（ⅰ） 出願人から請求があつたときは、規則の定めるところにより当該国際出願の国際公開を行う。

（ⅱ） 国際出願に基づく国内出願又は特許が（ａ）の宣言を行つているいずれかの指定国の国内官庁により又はその国内官庁のために公表されたときは、その公表の後速やかに当該国際出願の国際公開を行う。ただし、優先日から十八箇月を経過する前であつてはならない。

（４）（ａ） 自国の特許が公表の日前の日から先行技術としての効果を有することを定めているが工業所有権の保護に関するパリ条約に基づいて主張される優先日を先行技術の問題については自国における実際の出願日と同等に取り扱わないこととする国内法令を有する国は、自国の指定を含む国際出願であつて他国においてしたものを先行技術の問題については自国における実際の出願と同等に取り扱わないことを宣言することができる。

（ｂ） （ａ）の宣言を行つた国は、その限度において第十一条（３）の規定に拘束されない。

（ｃ） （ａ）の宣言を行う国は、同時に、自国の指定を含む国際出願が自国において先行技術としての効果を有することとなる日及びそのための条件を書面で通知する。その通知は、事務局長にあてた通知により、いつでも変更することができる。

（５） いずれの国も、第五十九条の規定に拘束されないことを宣言することができる。同条の規定は、その宣言を行つた締約国と他の締約国との間の紛争については、適用しない。

（６）（ａ） この条の規定に基づく宣言は、書面で行う。その宣言は、この条約の署名若しくは批准書若しくは加入書の寄託の際に又は、（５）の宣言を除くほか、事務局長にあてた通告によりその後いつでも、行うことができる。その通告による宣言は、事務局長がその通告を受領した日の後六箇月で効力を生ずるものとし、その六箇月の期間の満了前にされた国際出願には影響を及ぼさない。

（ｂ） この条の規定に基づく宣言は、事務局長にあてた通告により、いつでも撤回することができる。その撤回は、事務局長がその通告を受領した日の後三箇月で効力を生ずるものとし、（３）の宣言の撤回にあつては、その三箇月の期間の満了前にされた国際出願には影響を及ぼさない。

（７） 留保は、（１）から（５）までの規定に基づく留保を除くほか、この条約のいかなる規定についても行うことができない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５　国際事務局は、国際公開の技術的な準備が完了する前に国際出願が取り下げられ又は取り下げられたものとみなされる場合を除き、常に国際出願の国際公開を行うものとされている。
（×）　原則は、PCT21条(2)(a)・(5)で正しい。例外規定が、PCT64条(3)(b)にある。
★PCT規則　[Regulations under the PCT]★
Ｂ部 　第一章に関する規則

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第三規則 　願書（様式）
３．３ 照合欄

（ａ） 願書には、次の事項を表示する欄を設ける。

（ⅰ） 国際出願の用紙の枚数の合計及び国際出願の各要素（願書、明細書（明細書の配列リストの部分の用紙の枚数を別個に表示する。）、請求の範囲、図面及び要約）のそれぞれの用紙の枚数

（ⅱ） 該当する場合には、委任状（代理人又は共通の代表者を選任する書面）、包括委任状の写し、優先権書類、電子形式での配列リスト、手数料の支払に関する書類又は照合欄に明記するその他の書類の国際出願への添付の有無

（ⅲ） 要約が掲載される場合にその要約とともに掲載するよう出願人が示す図の番号。例外的な場合には、出願人は、二以上の図を示すことができる。

（ｂ） 照合欄は、出願人が表示するものとし、表示がない場合には、受理官庁が必要な事項を表示する。ただし、受理官庁は、（ａ）（ⅲ）に規定する番号を表示してはならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-47〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 要約が掲載される場合にその要約とともに掲載するよう出願人が示す図は１つに限られない。
（〇）　PCT規則3.3(a)(iii)
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第四規則 　願書（内容）
４．５ 出願人

（ａ） 願書には、出願人又は、二人以上の出願人があるときは、各出願人につき、次の事項を記載する。

（ⅰ） 氏名又は名称

（ⅱ） あて名

（ⅲ） 国籍及び住所

（ｂ） 出願人の国籍については、出願人が国民である国の国名を記載する。

（ｃ） 出願人の住所については、出願人が居住者である国の国名を記載する。

（ｄ） 願書には、異なる指定国について異なる出願人を記載することができる。この場合には、願書には各指定国又は各指定国群ごとに出願人を記載する。
（ｅ） 出願人が受理官庁として行動する国内官庁に登録されている場合には、その番号又は他の表示を願書に記載することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 願書には、２人以上の出願人があるときは、各出願人につき、氏名又は名称、あて名、国籍及び住所を記載しなければならない。しかし、受理官庁が国際出願に欠陥が含まれていないかどうかを点検する際には、国籍についてのみ、２人以上の出願人のうち、当該受理官庁に国際出願をする資格を有する１人の出願人について記載されていれば、出願人に関する記載として十分なものとされる。
（×）　PCT規則4.5(a)、PCT規則26.2の2(b)、PCT14条(1)(a)(ii)。(i)氏名、(ii)あて名、(iii)国籍及び住所、の記載が必要である。国籍だけの記載では不十分である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 願書には、指定国ごとに異なる出願人を記載することができる。
（〇）　PCT規則4.5(d)第１文
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
４．９ 国の指定、保護の種類、国内及び広域特許

（ａ） 願書の提出は、次の事項を構成する。

（ⅰ） 国際出願日に条約に拘束される全ての締約国の指定

（ⅱ） 第四十三条又は第四十四条が適用される指定国において、その国を指定することによつて得られる全ての種類の保護を求める旨の表示

（ⅲ） 第四十五条（１）が適用される指定国において広域特許を求める旨及び、第四十五条（２）が適用される場合を除き、国内特許を求める旨の表示

（ｂ） （ａ）（ⅰ）の規定にかかわらず、二千五年十月五日において、締約国の国内法令が、当該国の指定及び当該国で効力を有する先の国内出願に基づく優先権の主張を伴う国際出願により、当該先の国内出願が取下げと同一の効果をもって消滅することを定めている場合には、当該指定官庁が当該国の指定に関してこの規定が適用される旨を二千六年一月五日までに国際事務局に通告すること及びその通告が当該国際出願日になお効力を有することを条件として、当該国でされた先の国内出願に基づく優先権を主張する全ての願書は当該国を指定しない旨の表示を伴うことができる。国際事務局は、その通告を速やかに公報に掲載する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-57〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 願書の提出は、特許協力条約第４３条(特定の種類の保護を求める出願)又は第４４条(２の種類の保護を求める出願)が適用される指定国において、その国を指定することによって得られる全ての種類の保護を求める旨の表示を構成する。
（〇）　PCT規則4.9(a)(ii)。特許、発明者証、実用証、実用新案、追加特許、追加発明者証、追加実用証などのこと。
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
４．１０ 優先権の主張

（ａ） 第八条（１）に規定する申立て（「優先権の主張」）は、工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国において若しくは同条約の締約国について又は同条約の締約国ではないが世界貿易機関の加盟国である国において若しくは同条約の締約国ではないが同機関の加盟国である国についてされた先の出願に基づく優先権を主張することによつて行うことができる。優先権の主張は、願書において行うものとし、先の出願に基づく優先権を主張する旨の陳述及び次の事項を記載することによつて行う。
（ⅰ） 先の出願の日付

（ⅱ） 先の出願の番号

（ⅲ） 先の出願が国内出願である場合にあつては、その出願がされた工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国又は同条約の締約国ではないが世界貿易機関の加盟国である国の国名

（ⅳ） 先の出願が広域出願である場合にあつては、適用される広域特許条約に基づき広域特許を与える任務を有する当局

（ⅴ） 先の出願が国際出願である場合にあつては、その出願がされた受理官庁

（ｂ） （ａ）（ⅳ）又は（ⅴ）の規定に基づき要求される記載に加え、

（ⅰ） 先の出願が広域出願又は国際出願である場合にあつては、優先権の主張には、その先の出願がその国についてされた一又は二以上の工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国の国名を記載することができる。

（ⅱ） 先の出願が広域出願であり、かつ、当該広域出願について適用される広域特許条約の締約国のいずれかが工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国又は世界貿易機関の加盟国のいずれでもない場合にあつては、優先権の主張には、その先の出願がその国についてされた国のうち少なくとも一の同条約の締約国又は同機関の加盟国の国名を記載する。

（ｃ） 第二条（ⅵ）の規定は、（ａ）及び（ｂ）の規定については、適用しない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-12〕　特許協力条約に基づく国際出願の優先権に関して。

４ 優先権の主張は願書において行われ、当該願書に記載する事項には先の出願の番号が含まれるが、当該先の出願の番号の表示が欠落しているという理由のみにより、受理官庁は優先権の主張を無効とみなすことができる。
（×）　前半は、PCT規則4.10(a)第２文により、正しい。後半は、PCT規則26の2.2(c)(i)により、誤り。この理由のみでは、無効と見なされない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-24〕　特許法に規定する国際特許出願又は特許協力条約に基づく国際出願に関して。
１ 国際特許出願において、世界貿易機関の加盟国であるが、パリ条約の加盟国ではない国に出願された先の特許出願に基づき優先権主張をする場合には、日本においては、特許法第１８４条の５第１項に規定する書面とは別に、優先権主張の基礎となる出願がされた世界貿易機関の加盟国の国名及び出願日を記載した書面を特許庁長官に提出し、かつ、優先権書類を所定の期間内に特許庁長官に提出しなければならない。

（×）　特１８４条の３第２項かっこ書、PCT規則4.10(a)。特許法第１８４条の５第１項に規定する書面とは別に、書面を特許庁長官に提出しなければならないという規定はない。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
４．１２ 先の調査の結果の考慮

出願人が国際調査機関に対し、国際調査を行うに当たり、同一若しくは他の国際調査機関又は国内官庁によつて行われた先の国際調査、国際型調査又は国内調査（「先の調査」）の結果を考慮することを希望する場合には、

（ⅰ） 願書には、その旨の表示を記載し、当該機関又は当該官庁及び先の調査が行われた出願を明示する。

（ⅱ） 願書には、該当する場合には、国際出願が先の調査が行われた出願と同一若しくは実質的に同一である旨又は異なる言語で出願されたことを除き国際出願が先の調査が行われた出願と同一若しくは実質的に同一である旨の陳述を記載することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-38〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾎ) 出願人は、国際調査機関に対し、国際調査を行うに当たり、同一若しくは他の国際調査機関又は国内官庁によって行われた先の国際調査、国際型調査又は国内調査の結果を考慮することを希望することができる。

（〇）　PCT規則4.12
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
４．１４の２ 国際調査機関の選択

国際出願についての国際調査を管轄する国際調査機関が二以上存在する場合には、出願人は、自己の選択する国際調査機関を願書に記載する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-16〕　特許協力条約に関して。

２ 国際出願についての国際調査を管轄する国際調査機関が２以上存在する場合、自己の選択する国際調査機関を願書に記載する。
（〇）　PCT規則4.14の2
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
４．１７ ５１の２．１（ａ）（ⅰ）から（ⅴ）までに規定する国内的要件に関する申立て

願書には、一又は二以上の指定国が適用する国内法令のために、実施細則に定める文言により、一又は二以上の次の申立てを含めることができる。

（ⅰ） ５１の２．１（ａ）（ⅰ）に規定する発明者の特定に関する申立て

（ⅱ） 出願し及び特許を与えられる国際出願日における出願人の資格であつて、５１の２．１（ａ）（ⅱ）に規定するものに関する申立て

（ⅲ） 先の出願に基づく優先権を主張する国際出願日における出願人の資格であつて、５１の２．１（ａ）（ⅲ）に規定するものに関する申立て

（ⅳ） ５１の２．１（ａ）（ⅳ）に規定する発明者である旨の申立てであつて実施細則に定める署名がされたもの

（ⅴ） ５１の２．１（ａ）（ⅴ）に規定する、不利にならない開示又は新規性の喪失の例外に関する申立て
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-26〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾎ) 出願人がその国民である締約国の国内官庁を受理官庁として国際出願を行う場合、願書には、指定国が適用する国内法令のために、発明者の特定に関する申立てを含めることができる。当該申立てについて、出願人は、優先日から１６月の期間内に当該国内官庁に提出する書面によって、願書に補充し又は追加することができる。 

（×）　前半は、PCT規則4.17(i)により、正しい。後半は、PCT規則26の3.1により誤り。「当該国内官庁に提出する書面」が誤りで、「国際事務局に提出する書面」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-16〕　特許協力条約に関して。

５ 出願人は、国内的要件に関する申立てにおいて、優先日から１６月の期間内に国際事務局に提出する書面によって、発明者の特定に関する申立てを願書に補充し又は追加することはできない。
（×）　PCT規則26の3.1、4.17(i)。追加することができる。

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第五規則 　明細書
５．１ 明細書の記述方法

（ａ） 明細書には、願書に記載されている発明の名称を冒頭に表示し及び次の事項を次のように記載する。

（ⅰ） その発明の関連する技術分野を明示する。

（ⅱ） 出願人の知る限りにおいてその発明の理解、調査及び審査に有用であると思われる背景技術を表示する。また、その背景技術について記述している文献を引用することが望ましい。

（ⅲ） 技術的課題（技術的課題が明白に記述されていない場合を含む。）及びその解決方法を理解することができるように、請求の範囲に記載されている発明を開示する。その発明が背景技術との関連において有利な効果を有する場合には、その効果を記載する。
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（ⅳ） 図面がある場合には、図について簡単に説明する。

（ⅴ） 請求の範囲に記載されている発明の実施をするための形態のうち少なくとも出願人が最良であると考えるものを記載する。その記載は、適当なときは実施例を用いて、図面があるときはその図面を引用して行う。指定国の国内法令が最良の形態ではなくいずれかの形態（最良であると考えられるものであるかどうかを問わない。）を記載することを認めている場合には、出願人が最良であると考える形態が記載されていないことは、当該指定国においていかなる影響をも及ぼすものではない。

（ⅵ） 発明の説明又は性質から明らかでない場合には、その発明の対象の産業上の利用方法並びに生産方法及び使用方法又は、単に使用されるものであるときは、使用方法を明示的に記載する。「産業」の語は、工業所有権の保護に関するパリ条約におけると同様に最も広義に解釈する。

（ｂ） （ａ）に規定する記述方法及び順序は、発明の性質上異なる記述方法又は順序により発明を一層よく理解することができるようになり及び表現が一層簡潔となる場合を除くほか、遵守する。

（ｃ） （ｂ）の規定に従うことを条件として、（ａ）の各事項の前には、実施細則に示す適当な見出しを付することが望ましい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-3〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 特許協力条約第３４条の補正により、明細書の発明の名称を補正することはできない。
（×）　PCT規則66.5、PCT規則5.1(a)。明細書に記載する「発明の名称」を補正できない規定はない。ただし、願書に記載する「発明の名称」と乖離が生じる？
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第八規則 　要約
８．１ 要約の内容及び形式

（ａ） 要約は、次の事項から成る。

（ⅰ） 明細書、請求の範囲及び図面に含まれている開示の概要。概要は、発明の属する技術分野を表示し、並びに技術的課題、発明による技術的課題の解決方法の要点及び発明の主な用途を明瞭に理解することができるように起草する。

（ⅱ） 該当する場合には、国際出願に記載されているすべての化学式のうち発明の特徴を最もよく表すもの

（ｂ） 要約は、表現することができる限りにおいて簡潔なもの（英語の場合又は英語に翻訳した場合に五十語以上百五十語以内であることが望ましい。）とする。

（ｃ） 要約には、請求の範囲に記載されている発明の利点若しくは価値の主張又はその発明の思惑的な利用について記載してはならない。

（ｄ） 要約に記載されている主要な技術的特徴であつて国際出願の図面に示されているもののそれぞれには、括弧付きの引用符号を付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-13〕　特許協力条約に関して。

２ 要約は、明細書及び請求の範囲に含まれている開示の概要と図面に含まれている開示の概要を含む。
（〇）　PCT規則8.1(a)(i)
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十一規則　 国際出願の様式上の要件
１１．１１ 図面中の語句

（ａ） 図面には、不可欠な場合における「水」、「蒸気」、「開」、「閉」、「ＡＢの切断面」等の単語又は語句並びに電気回路、ブロックダイヤグラム及び工程図表の場合における理解のために不可欠な表示のための短い語句を除くほか、文言を記載してはならない。

（ｂ） 用いる語は、翻訳された場合にその語が覆われることになるように、また、図面中のいずれの線にもかかることなくその翻訳をはり付けることができるように配置する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-16〕　特許協力条約に関して。

３ 図面には、不可欠な場合における「水」、「蒸気」、「開」、「閉」、「ＡＢの切断面」等の単語又は語句並びに電気回路、ブロックダイヤグラム及び工程図表の場合における理解のために不可欠な表示のための短い語句を除くほか、図面の理解を容易にする文言であっても、これを記載してはならない。
（〇）　PCT規則11.11(a)
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十二規則　 国際出願の言語並びに国際調査及び国際公開のための翻訳文
１２．１ 国際出願をするために認められる言語

（ａ） 国際出願は、受理官庁が国際出願のために認める言語で行う。

（ｂ） 各受理官庁は、国際出願をするために、次の（ⅰ）及び（ⅱ）に該当する言語のうち少なくとも一の言語を認める。

（ⅰ） 受理官庁に提出した国際出願の国際調査を管轄する国際調査機関又は該当する場合には二以上の国際調査機関のうち少なくとも一の国際調査機関が認める言語

（ⅱ） 国際公開の言語

（ｃ） （ａ）の規定にかかわらず、願書は、受理官庁がこの（ｃ）の規定の適用上認める国際公開の言語で提出する。

（ｄ） （ａ）の規定にかかわらず、５．２に規定する明細書の配列リストの部分に記載されている文言は、実施細則に定める基準に従つて表わす。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際出願は、受理官庁が国際出願のために認める言語で行うので、国際出願の言語は受理官庁ごとに定められることになる。このため、願書、明細書及び請求の範囲のいずれについても国際公開の言語でない言語で提出しても認められる場合がある。
（×）　PCT規則12.1(a)・(b)・(c)。願書は、国際公開の言語で提出しなければならない。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
１２．３ 国際調査のための翻訳文

（ａ） 国際出願が国際調査を行う国際調査機関により認められていない言語によりされた場合には、出願人は、受理官庁が国際出願を受理した日から一箇月以内に、当該受理官庁に次のすべてを満たす言語による翻訳文を提出する。

（ⅰ） 当該国際調査機関が認める言語

（ⅱ） 国際公開の言語

（ⅲ） 国際出願が国際公開の言語でされる場合を除くほか、１２．１（ａ）の規定に基づき受理官庁が認める言語
（ｂ） （ａ）の規定は、願書及び明細書の配列リストについては適用されない。

（ｃ） 受理官庁が２０．２（ｃ）の規定に基づく通知を出願人に送付するまでに出願人が（ａ）の規定に基づき要求される翻訳文を提出しなかつた場合には、受理官庁は、望ましくは当該通知とともに、出願人に対し次のことを求める。

（ⅰ） （ａ）に規定する期間内に要求された翻訳文を提出すること。

（ⅱ） （ａ）に規定する期間内に要求された翻訳文が提出されなかつた場合には、その求めの日から一箇月の期間又は受理官庁による国際出願の受理の日から二箇月の期間のうちいずれか遅く満了する期間内に当該翻訳文を提出し及び該当するときは（ｅ）に定める遅延提出手数料を支払うこと。

（ｄ） 受理官庁が（ｃ）の規定に基づく求めを出願人に送付し、かつ、出願人が（ｃ）（ⅱ）に規定する当該期間内に要求される翻訳文の提出及び要求される遅延提出手数料の支払を行わなかつた場合には、国際出願は、取り下げられたものとみなし、受理官庁は、その旨を宣言する。受理官庁がその宣言を行う前であり、かつ、優先日から十五箇月の期間を経過する前に当該受理官庁が受理した翻訳文及び支払は、当該期間の満了前に受理したものとみなす。

（ｅ） 受理官庁は、（ａ）に規定する期間の満了後の翻訳文の提出については、手数料表一に掲げる三十枚を超える国際出願の用紙一枚ごとの料金を考慮に入れない国際出願手数料の二十五パーセントに等しい遅延提出手数料の受理官庁への支払を条件とすることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-26〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 国際出願が国際調査を行う国際調査機関により認められていない言語によりされた場合には、出願人は、受理官庁が国際出願を受理した日から１月以内に当該受理官庁に次の（ⅰ）～（ⅲ）のすべてを満たす言語による翻訳文を提出する。 

（ⅰ）当該国際調査機関が認める言語 

（ⅱ）国際公開の言語 

（ⅲ）国際出願が国際公開の言語でされる場合を除き受理官庁が国際出願のために認める言語 
（〇）　PCT規則12.3(a)
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十三規則　　発明の単一性
１３．２ 発明の単一性の要件を満たしていると認められる場合
一群の発明が同一の国際出願の請求の範囲に記載されている場合には、これらの発明の間に一又は二以上の同一の又は対応する特別な技術的特徴を含む技術的な関係があるときに限り、１３．１に規定する発明の単一性の要件は満たされる。「特別な技術的特徴」とは、請求の範囲に記載された各発明が全体として先行技術に対して行う貢献を明示する技術的特徴をいう。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条01〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
3 発明の単一性の要件に含まれる「特別な技術的特徴」とは、請求の範囲に記載された各発明が全体として先行技術に対して行う貢献を明示する技術的特徴をいう。
（〇）　PCT規則13.2第２文。

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十三規則の三 　ヌクレオチド又はアミノ酸の配列リスト
１３の３．１ 国際調査機関における手続

（ａ） 国際調査機関は、国際出願が一又は二以上のヌクレオチド又はアミノ酸の配列の開示を含む場合には、実施細則に定める基準を満たす電子形式による配列リストが認められた形式及び方法で既に入手可能である場合を除くほか、出願人に対し、国際調査のため、実施細則に定める基準を満たす電子形式による配列リストを提出することを求めることができ、また、該当する場合には、国際調査機関に対して（ｃ）に定める遅延提出手数料を指定した期間内に支払うよう求めることができる。

（ｂ） 国際調査機関は、少なくとも国際出願の一部が紙形式によって提出され、かつ、明細書が５．２（ａ）の規定に従っていないと認めた場合には、（ａ）の規定に基づいて電子形式による配列リストの提出が求められているか否かを問わず、実施細則に定める基準を満たす紙形式による配列リストが認められた形式及び方法で既に入手可能である場合を除くほか、出願人に対し、国際調査のため、実施細則に定める基準を満たす紙形式による配列リストを提出することを求めることができ、また、該当する場合には、国際調査機関に対して（ｃ）に定める遅延提出手数料を指定した期間内に支払うよう求めることができる。

（ｃ） 国際調査機関は、（ａ）又は（ｂ）の規定に基づく求めに応じた配列表の提出には、遅延提出手数料の支払を条件とすることができる。遅延提出手数料の額は国際調査機関が定めるものとし、その額は手数料表一に掲げる国際出願手数料の額（ただし国際出願の用紙が三十枚を超える場合の手数料を考慮に入れない）の二十五パーセントを超えてはならない。ただし、遅延提出手数料は（ａ）又は（ｂ）のいずれか一方の規定に基づいて要求することができるものとする。

（ｄ） 国際調査機関は、出願人が要求された配列リストを（ａ）又は（ｂ）の規定に基づいて指定した期間内に提出せず、また、要求された遅延提出手数料を支払わない場合には、配列リストなしで有意義な調査を行うことができる限度においてのみ、国際出願の調査を行うことを要する。

（ｅ） 出願時における国際出願に含まれていない配列リストは、（ａ）又は（ｂ）の規定に基づく求めに応じて又はその他の理由により提出されたか否かを問わず、国際出願の一部を構成しない。ただし、この規定は、出願人が配列リストに関して第三十四条（２）（ｂ）の規定に基づき明細書を補正することを妨げるものではない。

（ｆ） 国際調査機関は、明細書が５．２（ｂ）の規定を満たしていないと認めた場合には、出願人に対し必要な補充書を提出することを求める。２６．４の規定は、出願人が提出した補充書について準用する。国際調査機関は、受理官庁及び国際事務局に補充書を送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-24〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際調査機関は、出願人に対し、国際調査のため、電子形式によるアミノ酸の配列リストを提出することを求めることができるが、当該求めがなされた場合、当該国際調査機関に代えて受理官庁に提出された当該電子形式による配列リストは、当該受理官庁が当該国際調査機関に速やかに送付する。
（〇）　PCT規則13の3.1(a)、PCT規則23.1(c)

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十四規則　 送付手数料
１４．１ 送付手数料
（ａ） 受理官庁は、出願人に対し、国際出願の受理、国際出願の国際事務局及び管轄国際調査機関への送付並びに受理官庁の資格において国際出願に関して行うべきその他のすべての任務の遂行に係る手数料（「送付手数料」）を支払うことを要求することができる。

（ｂ） 送付手数料の額は、受理官庁が定める。

（ｃ） 送付手数料は、国際出願の受理の日から一箇月以内に支払う。支払額は、当該受理の日に適用される額とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３　国際出願についての手数料のうちで、受理官庁の資格において国際出願に関して行うべき任務の遂行に係る手数料は、国際出願手数料である。
（×）　PCT規則14.1(a)。「送付手数料」である。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十五規則　 国際出願手数料
１５．1 国際出願手数料
各国際出願については、国際事務局のための手数料（「国際出願手数料」）を支払わなければならない。国際出願手数料は受理官庁が徴収する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条02〕　特許協力条約に関して。
1 各国際出願については、国際事務局のための手数料(「国際出願手数料」)を支払わなければならない。国際出願手数料は受理官庁が徴収する。
（〇）　PCT規則15.1。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
１５．３ 支払期間及び支払額

国際出願手数料は国際出願の受理の日から一箇月以内に受理官庁に支払う。支払額は、当該受理の日に適用される額とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条２〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
(ｲ) 国際出願手数料は国際出願と同時に受理官庁に支払わなければならない。
（×）　PCT規則15.3。国際出願の受理の日から一カ月以内である。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十五規則　 国際出願手数料
１５．４ 払戻し

受理官庁は、次の場合には、国際出願手数料を出願人に払い戻す。

（ⅰ） 第十一条（１）の規定に基づく決定が否定的である場合

（ⅱ） 国際事務局へ記録原本を送付する前に、国際出願が取り下げられ又は取り下げられたものとみなされた場合

（ⅲ） 国の安全に関する規定により、国際出願が国際出願として取り扱われない場合
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-57〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 国際事務局へ記録原本を送付する前に、国際出願が取り下げられ又は取り下げられたものとみなされた場合には、受理官庁は、国際出願手数料を出願人に払い戻す。
（〇）　PCT規則15.4(ii)

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十六規則 　調査手数料
１６．１ 手数料を要求する権利

（ａ） 各国際調査機関は、出願人に対し、国際調査の実施並びに条約及びこの規則によつて国際調査機関に与えられたその他のすべての任務の遂行に係る手数料（「調査手数料」）を支払うことを要求することができる。

（ｂ） 調査手数料は、受理官庁が徴収する。調査手数料は、受理官庁が定める通貨（以下この１６．１において「所定の通貨」という。）で支払う。

（ｃ） 所定の通貨が国際調査機関が調査手数料を決定するに当たり用いた通貨（以下この１６．１において「決定通貨」という。）である場合には、受理官庁は、調査手数料を所定の通貨で当該国際調査機関に速やかに移転する。

（ｄ） 所定の通貨が決定通貨以外の通貨である場合においては、次の（ⅰ）又は（ⅱ）に規定するとおりとする。

（ⅰ） 所定の通貨が決定通貨に自由に交換することができるものであるときは、事務局長は、調査手数料の支払のための通貨として所定の通貨を定めている各受理官庁ごとに、総会が定めた指針により、所定の通貨による当該手数料の換算額を決定する。受理官庁は、所定の通貨による当該手数料の換算額を国際調査機関に速やかに移転する。

（ⅱ） 所定の通貨が決定通貨に自由に交換することができるものでないときは、受理官庁は、調査手数料を所定の通貨から決定通貨に交換する責任を負うものとし、国際調査機関が定める額の当該手数料を決定通貨により当該国際調査機関に速やかに移転する。

（ｅ） 決定通貨以外の所定の通貨による調査手数料の支払に関し、国際調査機関が１６．１（ｄ）（ⅰ）の規定に基づき所定の通貨で現実に受領する額が、決定通貨に交換された場合において当該国際調査機関が決定した額より少ないときは、その差額は、国際事務局によつて当該国際調査機関に支払われるものとし、また、その現実に受領する額が多い場合には、その差額は、国際事務局に帰属する。

（ｆ）調査手数料の支払期間及び支払額については、国際出願手数料に関する１５．３の規定を準用する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 各国際調査機関は、国際調査の実施等に係る手数料（「調査手数料」）を支払うことを要求することができる。調査手数料は、受理官庁が徴収する。
（〇）　PCT規則16.1(a)・(b)第１文
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十六規則の二 　手数料の支払期間の延長
１６の２．１ 受理官庁による求め

（ａ） 受理官庁は、１４．１（ｃ）、１５．３及び１６．１（ｆ）の規定に基づく支払時期までに手数料が当該受理官庁に支払われていないと認めた場合又は当該受理官庁に支払われた額が送付手数料、国際出願手数料及び調査手数料に不足すると認めた場合には、（ｄ）の規定が適用される場合を除くほか、これらの手数料を賄うために必要な額及び、該当するときは、１６の２．２の規定に基づく後払手数料を求めの日から一箇月以内に支払うよう出願人に求める。

（ｂ） 削除

（ｃ） 受理官庁は、（ａ）の規定に基づく求めを出願人に送付し、かつ、当該出願人が（ａ）に規定する期間内に支払うべき額（該当する場合には、１６の２．２の規定に基づく後払手数料を含む。）を完全に支払わなかつた場合には、（ｅ）の規定が適用される場合を除くほか、次の措置をとる。

（ⅰ） 第十四条（３）の規定に基づく宣言をすること。

（ⅱ） 第二十九規則に定めるところにより手続をとること。

（ｄ） 受理官庁が（ａ）の規定に基づく求めを送付する前に受領した支払は、１４．１（ｃ）、１５．３、１６．１（ｆ）に規定する期間の満了前に受領したものとみなす。

（ｅ） 受理官庁が第十四条（３）に規定する宣言を行う前に受領した支払は、（ａ）に規定する期間の満了前に受領したものとみなす。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-14〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
１ 送付手数料、国際出願手数料及び調査手数料が、国際出願の受理の日から１月以内に支払われていない場合には、受理官庁はこれらの手数料を賄うために必要な額をその求めの日から１月以内に支払うよう出願人に求めるので、出願当初に手数料が適正に支払われなかったとしても、出願人が知らないうちに国際出願が取下げとみなされることは生じない。

（〇）　PCT規則16の2.1(a)・(c)

★★★★★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十七規則 　優先権書類

１７．１ 先の国内出願又は国際出願の謄本を提出する義務

（ａ） 第八条の規定により先の国内出願又は国際出願に基づく優先権の主張を伴う場合には、当該先の国内出願又は国際出願を受理した当局が認証したその出願の謄本（「優先権書類」）は、既に優先権書類が優先権を主張する国際出願とともに受理官庁に提出されている場合並びに（ｂ）及び（ｂの２）の規定に従う場合を除くほか、優先日から十六箇月以内に出願人が国際事務局又は受理官庁に提出する。ただし、当該期間の満了後に国際事務局が受理した当該先の出願の写しは、その写しが国際出願の国際公開の日前に到達した場合には、当該期間の末日に国際事務局が受理したものとみなす。

（ｂ） 優先権書類が受理官庁により発行される場合には、出願人は、優先権書類の提出に代えて、受理官庁に対し、優先権書類を、作成し及び国際事務局に送付するよう請求することができる。その請求は、優先日から十六箇月以内にするものとし、また、受理官庁は、手数料の支払を条件とすることができる。

（ｂの２） 国際事務局が優先権書類を実施細則に定めるところにより国際出願の国際公開の日前に電子図書館から入手可能である場合には、出願人は、優先権書類の提出に代えて、国際事務局に対し、国際公開の日前に、当該優先権書類を当該電子図書館から入手するよう請求することができる。

（ｃ） （ａ）、（ｂ）及び（ｂの２）の要件のいずれも満たされない場合には、指定官庁は、（ｄ）の規定に従うことを条件として、優先権の主張を無視することができる。ただし、指定官庁は、事情に応じて相当の期間内に出願人に優先権書類を提出する機会を与えた後でなければ、優先権の主張を無視することはできない。

（ｄ） 指定官庁は、（ａ）に規定する先の出願が国内官庁としての当該指定官庁に出願されている場合又は当該指定官庁が実施細則に定めるところにより優先権書類を電子図書館から入手可能な場合は、（ｃ）の規定により優先権の主張を無視することはできない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際出願が、パリ条約のストックホルム改正条約の締約国において又は同条約の締約国についてされた先の国内出願に基づく優先権の主張を伴う場合には、当該先の国内出願を受理した当局が認証したその出願の謄本は、一定の場合を除き、出願人が優先日から１６月以内に国際事務局又は受理官庁に提出する。
（〇）　PCT規則17.1(a)本文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-15〕　特許協力条約に基づき、米国籍を有する出願人が受理官庁として米国特許商標庁に英語で国際出願し、当該国際出願に基づいて指定国日本で特許を受けるべく国内段階に移行するためにとる手続きについて。
(ﾆ) 出願人は、当該国際出願が優先権を主張している場合であって、優先権書類を優先日から１６月以内に受理官庁に提出している場合は、指定官庁としての日本国特許庁に優先権書類又はその写しを提出しなくてよい。
（〇）　PCT規則17.1(a)、17.2(a)、特184条の3第2項

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際事務局が優先権書類を実施細則に定めるところにより国際出願の国際公開の日前に電子図書館から入手可能である場合には、出願人は、優先権書類の提出に代えて、受理官庁に対し、当該優先権書類を当該電子図書館から入手するよう、優先日から１６月以内に請求することができる。
（×）　PCT規則17.1(bの2)。「優先日から１６月以内」は誤り。「国際公開の日前」が正しい。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-12〕　特許協力条約に基づく国際出願の優先権に関して。

３ 優先権書類が受理官庁により発行される場合には、出願人は、受理官庁が条件とする手数料を支払えば、優先権書類の提出に代えて、当該受理官庁に対し、優先権書類を、作成し及び国際事務局に送付するよう、優先日から１６月以内に請求することができる。
（〇）　PCT規則17.1(b)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-24〕　特許法に規定する国際特許出願又は特許協力条約に基づく国際出願に関して。
４ 国際出願が優先権の主張を伴う場合において、国際事務局が優先権書類を特許協力条約に基づく規則にいう電子図書館から入手可能なときには、出願人は、優先権書類の提出に代えて、国際事務局に対し、優先権書類を電子図書館から入手するように請求することができる。

（〇）　PCT規則17.1(bの2)

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
１７．２ 写しの入手の可能性

（ａ） 出願人が１７．１（ａ）、又は（ｂ）又は（ｂの２）の要件を満たす場合には、国際事務局は、指定官庁の明示の要請に応じて、国際出願の国際公開の後速やかに、優先権書類の写しを当該指定官庁に提供する。指定官庁は、出願人に対しては優先権書類の写しの提出を要求しない。出願人は、翻訳文を第二十二条に規定する当該期間の満了前に指定官庁に提出することを要求されることはない。出願人が国際出願の国際公開前に指定官庁に対し第二十三条（２）の規定に基づく明示の請求を行った場合には、国際事務局は、指定官庁の明示の要請に応じて、優先権書類の写しの受理後速やかに当該写しを当該指定官庁に提供する。

（ｂ） 国際事務局は、国際出願の国際公開前に優先権書類の写しを公衆の利用に供しない。

（ｃ） 国際事務局は、国際出願が第二十一条の規定に基づき公開された場合には、請求により、費用の支払を条件として、いかなる者に対しても優先権書類の写しを提供する。ただし、次の場合を除く。

（ⅰ） 当該国際出願が公開前に取り下げられた場合

（ⅱ） 関連のある優先権の主張が公開前に取り下げられた場合又は２６の２．２（ｂ）の規定に基づきなかつたものとみなされた場合
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-15〕　特許協力条約に基づき、米国籍を有する出願人が受理官庁として米国特許商標庁に英語で国際出願し、当該国際出願に基づいて指定国日本で特許を受けるべく国内段階に移行するためにとる手続きについて。
(ﾆ) 出願人は、当該国際出願が優先権を主張している場合であって、優先権書類を優先日から１６月以内に受理官庁に提出している場合は、指定官庁としての日本国特許庁に優先権書類又はその写しを提出しなくてよい。
（〇）　PCT規則17.1(a)、17.2(a)、特184条の3第2項

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十八規則 　出願人
１８．1 住所及び国籍
（ａ） 出願人が自ら居住者又は国民であると主張する締約国の居住者又は国民であるかどうかの問題は、（ｂ）及び（ｃ）の規定に従うことを条件として、当該締約国の国内法令によるものとし、受理官庁が決定する。

（ｂ） いかなる場合にも、

（ⅰ） 締約国において現実かつ真正の工業上又は商業上の営業所を有することは、当該締約国において住所を有するものとみなす。

（ⅱ） 締約国の国内法令に従つて設立された法人は、当該締約国の国民とみなす。

（ｃ） 国際出願が受理官庁としての国際事務局にされた場合には、国際事務局は、実施細則に定めるところにより、関係締約国の国内官庁又はその関係締約国のために行動する国内官庁に対し、（ａ）の問題について決定を行うよう要請する。国際事務局は、出願人にその要請について通知する。出願人は、当該国内官庁に対して直接論拠を提出する機会を有する。当該国内官庁は、その問題について速やかに決定を行う。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条02〕　特許協力条約に関して。
2 締約国の国内法令に従って設立された法人は、当該締約国の国民とみなす。
（〇）　PCT規則18.1(b)(ii)
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
１８．３ 二人以上の出願人

二人以上の出願人がある場合において、出願人のうち少なくとも一人が第九条の規定に基づき国際出願をする資格を有するときは、国際出願をすることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-24〕　特許法に規定する国際特許出願又は特許協力条約に基づく国際出願に関して。
２ 二人以上の出願人があり、出願人のうちの少なくとも１人が特許協力条約の規定に基づき国際出願をする資格を有するときは、国際出願をすることができる。この場合、指定国における国際出願の効果は、その指定国につき出願人として表示されている者がその指定国の国内法令に基づき国内出願をする資格を有する者であるかどうかによって影響されることはない。

（×）　第１文は、PCT規則18.3により正しい。第２文は、PCT27条(3)およびPCT規則18.4(c)により誤り。影響される場合がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-17〕　特許協力条約で規定する国際出願に関して。
４ 受理官庁に国際出願をする資格を有する出願人甲と住所又は国籍上の理由によりその受理官庁に国際出願をする資格を欠く出願人乙とが共同して出願した国際出願が、受理官庁に国際出願をする資格に関する要件以外の、国際出願日を認定するための要件を満たしている場合、その受理官庁は、その国際出願の受理の日を国際出願日として認める。

（〇）　PCT9条(3)、PCT11条(1)(i)、PCT規則18.3、PCT規則19.2(i)

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
１８．４ 出願人についての国内法令に規定する要件に関する情報

（ａ）及び（ｂ） 削除

（ｃ） 国際事務局は、国内出願をする資格を有する者（発明者、発明者の承継人、発明の所有者その他の者）に関する各国の国内法令に関する情報を随時公表するものとし、指定国における国際出願の効果が、その指定国につき出願人として表示されている者がその指定国の国内法令に基づき国内出願をする資格を有する者であるかどうかによつて影響されることがある旨の警告を当該情報に付記する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-24〕　特許法に規定する国際特許出願又は特許協力条約に基づく国際出願に関して。
２ 二人以上の出願人があり、出願人のうちの少なくとも１人が特許協力条約の規定に基づき国際出願をする資格を有するときは、国際出願をすることができる。この場合、指定国における国際出願の効果は、その指定国につき出願人として表示されている者がその指定国の国内法令に基づき国内出願をする資格を有する者であるかどうかによって影響されることはない。

（×）　第１文は、PCT規則18.3により正しい。第２文は、PCT27条(3)およびPCT規則18.4(c)により誤り。影響される場合がある。
★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第十九規則 　管轄受理官庁
１９．１ 出願先

（ａ） 国際出願は、（ｂ）の規定が適用される場合を除くほか、出願人の選択により、次のいずれかに対して行う。

（ⅰ） 出願人がその居住者である締約国の国内官庁又はその締約国のために行動する国内官庁

（ⅱ） 出願人がその国民である締約国の国内官庁又はその締約国のために行動する国内官庁

（ⅲ） 国際事務局（出願人がその居住者又は国民である締約国のいかんを問わない。）

（ｂ） 締約国は、他の締約国又は政府間機関との間で、当該他の締約国の国内官庁又は政府間機関が自国の国内官庁に代わつて自国の居住者又は国民である出願人のための受理官庁として全部又は一部の目的のために行動することについて合意することができる。その合意にかかわらず、当該締約国の国内官庁は、第十五条（５）の規定の適用上、権限のある受理官庁とみなす。

（ｃ） 総会は、第九条（２）の規定に基づいて行つた決定に関連して、その特定した国の居住者又は国民の出願のための受理官庁として行動する国内官庁又は政府間機関を選定する。その選定には、当該国内官庁又は政府間機関の事前の同意を必要とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-45〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 日本国内に住所又は居所（法人にあっては、営業所）のいずれも有しない外国人は、日本国内に住所を有する外国人と共同して日本国特許庁長官に国際出願をすることができる。
（〇）　PCT規則19.2(i)、PCT規則19.1(a)(i)、国願法２条
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-24〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 締約国の国民ではなく締約国の居住者である出願人は、当該締約国が特定の締約国である場合に限り、受理官庁としての国際事務局に出願することができる。
（×）　PCT規則19.1(a)(iii)。出願人がその居住者又は国民である締約国のいかんを問わない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-26〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 出願人は、国際出願を国際事務局に対して行うことができるが、その場合、出願人がいずれの締約国の居住者又は国民であるかは問われない。 
（〇）　PCT規則19.1(a)(iii)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-56〕　特許協力条約に関して。

(ﾆ) 総会は、条約の締約国ではないが工業所有権の保護に関するパリ条約の締約国であるいずれかの国の居住者及び国民に国際出願をすることを認めることを決定することができ、その場合における受理官庁は国内官庁と国際事務局との間の合意により選定される。
（×）　前半は、PCT9条(2)より、正しい。後半は、PCT規則19.1(c)により、誤り。「国内官庁と国際事務局との間の合意」ではなく、「当該国内官庁又は政府間機関の事前の同意」である。
★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
１９．２ 二人以上の出願人

二人以上の出願人がある場合において、

（ⅰ） 国際出願がされた国内官庁が出願人のうちの少なくとも一人がその居住者若しくは国民である締約国の国内官庁又はその締約国のために行動する国内官庁であるときは、１９．１に規定する要件は満たされたものとみなす。

（ⅱ） 出願人のうちの少なくとも一人が締約国の居住者又は国民であるときは、国際出願は、１９．１（ａ）（ⅲ）の規定に基づき国際事務局に対して行うことができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-45〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 日本国内に住所又は居所（法人にあっては、営業所）のいずれも有しない外国人は、日本国内に住所を有する外国人と共同して日本国特許庁長官に国際出願をすることができる。
（〇）　PCT規則19.2(i)、PCT規則19.1(a)(i)、国願法２条
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-17〕　特許協力条約で規定する国際出願に関して。
４ 受理官庁に国際出願をする資格を有する出願人甲と住所又は国籍上の理由によりその受理官庁に国際出願をする資格を欠く出願人乙とが共同して出願した国際出願が、受理官庁に国際出願をする資格に関する要件以外の、国際出願日を認定するための要件を満たしている場合、その受理官庁は、その国際出願の受理の日を国際出願日として認める。

（〇）　PCT9条(3)、PCT11条(1)(i)、PCT規則18.3、PCT規則19.2(i)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-41〕　２人以上の出願人が、特許協力条約に基づき受理官庁としての国際事務局に国際出願をする場合に関して。
３ 出願人のうち少なくとも１人が締約国の居住者又は国民であれば、他の出願人全員が締約国の居住者又は国民でなくても、国際出願をすることができる。

（〇）　PCT規則19.2(ii)

★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
１９．４ 受理官庁としての国際事務局への送付

（ａ） 国際出願が条約に基づいて受理官庁として行動する国内官庁にされた場合において、次のときは、その国際出願は、（ｂ）の規定に従うことを条件として、１９．１（ａ）（ⅲ）の規定に基づく受理官庁としての国際事務局に代わつて当該国内官庁が受理したものとみなす。

（ⅰ） 当該国内官庁が１９．１又は１９．２の規定に従いその国際出願の受理を管轄しないとき。
（ⅱ） その国際出願が、１２．１（ａ）の規定に基づき当該国内官庁が認める言語ではないが、１２．１（ａ）の規定に基づき受理官庁としての国際事務局が認める言語で行われたとき。

（ⅲ） 当該国内官庁及び国際事務局が、（ⅰ）及び（ⅱ）の規定に従つて明記された理由以外の理由により、出願人の承諾を得て、この第十九規則に規定する手続を適用することを合意したとき。

（ｂ） 国内官庁は、１９．１（ａ）（ⅲ）の規定に基づく受理官庁としての国際事務局に代わり、（ａ）の規定に従つて国際出願を受理する場合には、その国際出願を、国の安全に関する規定によつて送付することが妨げられない限り、国際事務局に速やかに送付する。当該国内官庁は、その送付について、第十四規則の規定に基づいて課する送付手数料に等しい手数料を課することができる。送付された国際出願は、当該国内官庁がその国際出願の受理の日に１９．１（ａ）（ⅲ）の規定に基づいて受理官庁としての国際事務局が受理したものとみなす。

（ｃ） １４．１（ｃ）、１５．３及び１６．１（ｆ）の規定の適用上、（ｂ）の規定に基づき国際出願が国際事務局に送付された場合には、国際出願の受理の日は、国際事務局が実際に受理した日とみなす。この（ｃ）の規定の適用上、（ｂ）の末文の規定は適用しない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-14〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
４ 出願人が、当該出願人の国際出願の受理を管轄しない国内官庁に国際出願をした場合において、その国際出願が速やかに国際事務局に送付されたときは、その国際出願は当該国内官庁が受理官庁としての国際事務局に代わって受理したものとみなされる。この場合、当該国内官庁が国際出願を受理した日が、受理官庁としての国際事務局が国際出願を受理した日とされる。

（〇）　PCT規則19.4(a)・(b)・(c)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人が国際出願の受理を管轄しない国内官庁に国際出願をした場合には、当該国内官庁は、その国際出願を、その国際出願を管轄する国内官庁に送付する。
（×）　PCT規則19.4(b)。「その国際出願を管轄する国内官庁に送付する。」が誤り。「国際事務局に速やかに送付する。」が正しい。

★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十規則 　国際出願日

２０．４ 第十一条の規定に基づく否定的な決定

受理官庁は、２０．７に規定する当該期間内に２０．３（ａ）に規定する補充書若しくは確認書を受領しなかつた場合又は補充書若しくは確認書を受領したが、当該出願について、なお第十一条（１）に掲げる要件が満たされていない場合には、次の措置をとる。

（ⅰ） 出願人に対し、その出願が国際出願として取り扱われないことを理由を示して速やかに通知する。

（ⅱ） 国際事務局に対し、当該書類の番号が国際出願番号として用いられないことを通知する。

（ⅲ） 国際出願として提出されたものを構成する書類及びそれに関連するすべての通信文を９３．１に定めるところによつて保存する。

（ⅳ） 第二十五条（１）にいう出願人の請求により国際事務局が（ⅲ）の書類の写しを必要とし、かつ、特に要求する場合には、その写しを国際事務局に送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条02〕　特許協力条約に関して。
4 条約第１１条(2)により補充された国際出願について、なお国際出願日の認定の要件である条約第１１条(1)に掲げる要件が満たされていない場合には、受理官庁は、出願人に対し、国際出願として提出された書類に受理官庁が付した番号が国際出願番号として用いられないことを通知する。
（×）　PCT規則20.4(1)(ii)。「出願人に対し」が誤り。「国際事務局に」が正しい。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
２０．５ 欠落部分

（ａ） 受理官庁は、国際出願として提出される書類が第十一条（１）に掲げる要件を満たしているかどうかを決定するに当たつて、明細書、請求の範囲、又は図面の部分が欠落している若しくは欠落していると思われると認める場合（すべての図面が欠落している若しくは欠落していると認められる場合を含むが、第十一条（１）（ⅲ）（ｄ）又は（ｅ）に規定する要素の全体が欠落している若しくは欠落していると認められる場合を除く。）には、出願人の選択により、速やかに出願人に対し次のいずれかのことを求める。
（ⅰ） 欠落部分を提出することにより、国際出願として提出されたものを完成すること。

（ⅱ） ４．１８の規定に基づき当該部分を引用により含めることを２０．６（ａ）の規定に従つて確認すること。

また、意見がある場合には、２０．７に規定する当該期間内に意見を述べることを求める。受理官庁は、優先権の主張の基礎となる出願の日から十二箇月を経過した後に当該期間が満了する場合には、これにつき出願人の注意を喚起する。

（ｂ） （ａ）の規定に基づく求め又はその他の理由による結果、出願人が、第十一条（１）に掲げる要件のすべてを満たした日又は満たす日の前であるが２０．７に規定する当該期間内に、国際出願を完成するために（ａ）に規定する欠落部分を当該受理官庁に提出した場合には、当該部分は国際出願に含まれるものとし、受理官庁は、第十一条（１）に掲げる要件のすべてを満たした日を国際出願日として認め、２０．２（ｂ）及び（ｃ）に定めるところによつて処理する。

（ｃ） （ａ）の規定に基づく求め又はその他の理由による結果、出願人が、第十一条（１）に掲げる要件のすべてを満たした日の後であるが２０．７に規定する当該期間内に、国際出願を完成するために（ａ）に規定する欠落部分を当該受理官庁に提出した場合には、当該部分は国際出願に含まれるものとし、受理官庁は、国際出願日を当該受理官庁が当該部分を受理した日に訂正し、当該出願人にその旨を通知し、実施細則に定めるところによつて処理する。

（ｄ） （ａ）の規定に基づく求め又はその他の理由による結果、（ａ）に規定する部分が、２０．６（ｂ）の規定に基づき、第十一条（１）（ⅲ）に規定する一又は二以上の要素を受理官庁が最初に受理した日に国際出願として提出されたものに記載されているとみなす場合には、当該受理官庁は、第十一条（１）に掲げる要件のすべてが満たされた日を国際出願日として認め、２０．２（ｂ）及び（ｃ）に定めるところによつて処理する。

（ｅ） （ｃ）の規定に基づき国際出願日が訂正された場合には、出願人は、（ｃ）の規定に基づく通知の日から一箇月以内に受理官庁に提出する書面において、当該欠落部分を無視することを請求することができる。この場合には、当該欠落部分は提出されなかつたものとみなされるとともに、当該規定に基づく国際出願日の訂正はなされなかつたものとみなされ、受理官庁は、実施細則に定めるところによつて処理する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-45〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 受理官庁が、国際出願について明細書の一部が欠落していると認め、必要な補充をするよう出願人に求めたところ、当該出願人が欠落部分を提出する適法な手続を行い、その後、当該受理官庁が国際出願日を訂正した場合、当該出願人は、当該受理官庁の国際出願日を訂正した旨の通知の日から１月以内に当該受理官庁に提出する書面において、当該欠落部分を無視することを請求することができる。
（〇）　PCT規則20.5(a)・(c)・(e)
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
２０．６ 要素及び部分の引用により含めることの確認

（ａ） 出願人は、受理官庁に、４．１８の規定に基づき要素又は部分を当該国際出願に引用により含めることを確認する書面の通知を２０．７に規定する当該期間内に、次のものとともに提出することができる。

（ⅰ） 先の出願に記載されている要素の全体又は当該部分を含む一又は二以上の用紙

（ⅱ） 出願人が、優先権書類に関して１７．１（ａ）、（ｂ）又は（ｂの２）の規定に従つていない場合には、提出された先の出願の写し

（ⅲ） 先の出願が、当該国際出願がされた言語ではない場合には、当該国際出願の言語による先の出願の翻訳文、また１２．３（ａ）又は１２．４（ａ）の規定に基づき当該国際出願の翻訳が要求されている場合には、当該国際出願がされた言語による先の出願の翻訳文及び、当該翻訳文の言語への翻訳文

（ⅳ） 明細書、請求の範囲又は図面の部分の場合には、先の出願のどこに当該部分が記載されているかに関する表示及び（ⅲ）に規定する翻訳文（該当する場合）

（ｂ） 受理官庁が、４．１８及び（ａ）に掲げる要件に従つていること並びに（ａ）に規定する当該要素又は部分が先の出願に完全に記載されていることを認めた場合には、当該要素又は部分は、第十一条（１）（ⅲ）に規定する一又は二以上の要素を受理官庁が最初に受理した日に、国際出願として提出されたものに記載されていたものとみなす。

（ｃ） 受理官庁が、４．１８若しくは（ａ）の規定に基づく要件に従つていないこと又は（ａ）に規定する当該要素若しくは部分が先の出願に完全には記載されていないことを認めた場合には、当該受理官庁は、２０．３（ｂ）（ⅰ）、２０．５（ｂ）又は２０．５（ｃ）に定めるところによつて処理する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-38〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 国際出願の優先権の基礎となる出願に、欠落要素又は部分が完全に含まれていることを受理官庁が認めた場合であっても、いったん付与された国際出願日を変えることなく欠落要素又は部分を補充することは、常にできない。
（×）　PCT規則20.6。「引用による補充」と認められた場合は、いったん付与された国際出願日を変更させることなく、欠落要素又は部分を補充することができる。
《　PCT 国際出願制度の概要　page-24　》

（２）引用補充（国際出願日の維持）

国際出願が主張する優先権基礎出願に、欠落要素又は部分が完全に含まれていることを受理官庁が認める場合、いったん付与された国際出願日を変更させることなく欠落要素又は部分を補充できます。これを「引用による補充」といいます。
★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十二規則 　記録原本及び翻訳文の送付
２２．１ 手続

（ａ） 第十一条（１）の規定に基づく決定が肯定的である場合には、国際出願を国際出願として取り扱うことが国の安全に関する規定によつて妨げられない限り、受理官庁は、国際事務局に記録原本を送付する。その送付は、国際出願の受理の後速やかに又は、国の安全を保持するための点検が行われなければならない場合には、必要な手続を経た後できる限り速やかに行う。受理官庁は、いかなる場合にも、優先日から十三箇月を経過する時までに国際事務局に到達するように記録原本を送付する。受理官庁は、その送付を郵便で行う場合には、優先日から十三箇月を経過する時の五日前までに記録原本を発送する。

（ｂ） 国際事務局は、２０．２（ｃ）の通知の写しを受理しているが、優先日から十三箇月を経過する時までに記録原本を受け取つていない場合には、受理官庁に対し、国際事務局に記録原本を速やかに送付するよう注意を喚起する。

（ｃ） 国際事務局は、２０．２（ｃ）の通知の写しを受理しているが、優先日から十四箇月を経過する時までに記録原本を受け取つていない場合には、出願人及び受理官庁にその旨を通知する。

（ｄ） 出願人は、優先日から十四箇月を経過した後は、受理官庁に対し、その国際出願の写しが出願時における国際出願と同一であることの認証を請求できるものとし、また、その認証された謄本を国際事務局に送付することができる。

（ｅ） （ｄ）の認証は、無料とするものとし、また、次のいずれかの理由のみにより拒否することができる。

（ⅰ） 受理官庁が認証することを請求された写しが、出願時における国際出願と同一でないこと。

（ⅱ） 国際出願を国際出願として扱うことが国の安全に関する規定によつて妨げられること。

（ⅲ） 受理官庁が国際事務局に記録原本を既に送付し、かつ、国際事務局が当該受理官庁に対し、記録原本を受理した旨を通知してあること。

（ｆ） 国際事務局が記録原本を受理していない場合又は記録原本を受理するまでの間は、（ｅ）の規定に従つて、認証され、かつ、国際事務局が受理した謄本を記録原本とみなす。

（ｇ） 第二十二条に規定する期間が満了する時までに、出願人が同条に規定する行為を行つたにもかかわらず、国際事務局が指定官庁に対し記録原本の受理について通報していない場合には、当該指定官庁は、国際事務局に通報する。国際事務局は、記録原本を受け取つていない場合には、（ｃ）の規定により既に通知している場合を除くほか、出願人及び受理官庁にその旨を速やかに通知する。

（ｈ） 国際出願が１２．３又は１２．４の規定に基づき提出された当該国際出願の翻訳文の言語で国際公開される場合には、当該翻訳文は、受理官庁により、（ａ）の記録原本とともに、又は（ａ）の規定に基づき受理官庁が既に記録原本を国際事務局に送付しているときは翻訳文の受理の後速やかに、国際事務局に送付される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４　受理官庁が国際出願の受理の日を国際出願日として認めた場合には、受理官庁は常に当該国際出願の記録原本を国際事務局に送付する。
（×）　PCT規則22.1(a)。「常に」ではない。「国際出願を国際出願として取り扱うことが国の安全に関する規定によつて妨げられない限り」である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-24〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際事務局が、受理官庁による出願人に対する国際出願番号及び国際出願日の通知の写しを受理しているにもかかわらず、国際事務局が優先日から１４月を経過する時までに記録原本を受け取っていない場合には、国際事務局は当該受理官庁にその旨を通知し、通知を受けた当該受理官庁は出願人にその旨を通知する。
（×）　PCT規則22.1(c)。国際事務局は、出願人及び受理官庁にその旨を通知する。「２０．２（ｃ）の通知の写し」とは、「受理官庁による出願人に対する国際出願番号及び国際出願日の通知の写し」のことである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-24〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人は、優先日から１２月を経過した後はいつでも、受理官庁に対し、国際出願の写しを提出して、その国際出願の写しが出願時における国際出願と同一であることの認証を請求できる。
（×）　PCT規則22.1(d)。１４月を経過した後である。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十三規則 調査用写し、翻訳文及び配列リストの送付
２３．１ 手続

（ａ） １２．３（ａ）の規定に基づく国際出願の翻訳文が要求されていない場合には、調査用写しは、調査手数料が支払われていない場合を除くほか、遅くとも記録原本が国際事務局に送付される日と同じ日に受理官庁が国際調査機関に送付する。調査手数料が支払われていない場合には、調査手数料の支払いの後、速やかに調査用写しを送付する。

（ｂ） １２．３の規定に基づき国際出願の翻訳文が提出された場合には、第十二条（１）の調査用写しとみなされる当該翻訳文の写し及び願書の写しは、調査手数料が支払われていない場合を除くほか、受理官庁が国際調査機関に送付する。調査手数料が支払われていない場合には、調査手数料の支払の後、速やかに当該翻訳文の写し及び願書の写しを送付する。

（ｃ） 第十三規則の三の規定の適用上提出された電子形式による配列リストであって、国際調査機関に代えて受理官庁に提出されたものは、当該受理官庁が国際調査機関に速やかに送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-24〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際調査機関は、出願人に対し、国際調査のため、電子形式によるアミノ酸の配列リストを提出することを求めることができるが、当該求めがなされた場合、当該国際調査機関に代えて受理官庁に提出された当該電子形式による配列リストは、当該受理官庁が当該国際調査機関に速やかに送付する。
（〇）　PCT規則13の3.1(a)、PCT規則23.1(c)

★★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十六規則　 国際出願の要素の受理官庁による点検及び受理官庁に提出する補充
２６．２の２ 第十四条（１）（ａ）（ⅰ）及び（ⅱ）に規定する要件の点検

（ａ） 二人以上の出願人がある場合には、国際出願が少なくとも出願人のうちの一人により署名されているときは、第十四条（１）（ａ）（ⅰ）の規定の適用上、十分なものとする。

（ｂ） 二人以上の出願人がある場合には、４．５（ａ）（ⅱ）及び（ⅲ）に規定する表示が、少なくとも出願人のうちの一人であつて１９．１の規定に基づき受理官庁に国際出願をする資格を有する者についてされているときは、第十四条（１）（ａ）（ⅱ）の規定の適用上、十分なものとする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 願書には、２人以上の出願人があるときは、各出願人につき、氏名又は名称、あて名、国籍及び住所を記載しなければならない。しかし、受理官庁が国際出願に欠陥が含まれていないかどうかを点検する際には、国籍についてのみ、２人以上の出願人のうち、当該受理官庁に国際出願をする資格を有する１人の出願人について記載されていれば、出願人に関する記載として十分なものとされる。
（×）　PCT規則4.5(a)、PCT規則26.2の2(b)、PCT14条(1)(a)(ii)。(i)氏名、(ii)あて名、(iii)国籍及び住所、の記載が必要である。国籍だけの記載では不十分である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-14〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
５ 願書に「出願人」又は「出願人及び発明者」として記載された者は、すべて当該願書に署名(国内法令が要求する場合には押印)しなければならないので、願書において、２人以上の出願人のうち１人のみにより署名されている場合は、受理官庁は必ず他の出願人の署名を求める。
（×）　PCT規則26.2の2(a)。一人でも良い。
★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
２６．５ 受理官庁による決定

受理官庁は、出願人が補充を２６．２の期間内に提出したかどうかを決定する。補充が当該期間内に提出された場合には、受理官庁は、そのように補充された国際出願は取り下げられたものとみなすべきであるかどうかを決定する。ただし、国際出願は、第十一規則に定める様式上の要件が国際公開が適度に均一なものであるために必要な程度にまで満たされている場合には、当該様式上の要件を満たさないことを理由として取り下げられたものとみなさない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条02〕　特許協力条約に関して。
3 条約第１４条(1)(b)により補充された国際出願は、規則に定める所定の様式上の要件が国際公開が適度に均一なものであるために必要な程度にまで満たされている場合には、当該様式上の要件を満たさないことを理由として取り下げられたものとみなされない。
（〇）　PCT規則26.5ただし書。

★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
第二十六規則の二 　優先権の主張の補充又は追加
２６の２．１ 優先権の主張の補充又は追加

（ａ） 出願人は、優先日から十六箇月の期間又は、優先権の主張の補充若しくは優先権の主張の願書への追加により優先日について変更が生じる場合には、変更された優先日から十六箇月の期間のうちいずれか早く満了する期間内に、受理官庁又は国際事務局に提出する書面によつて、優先権の主張の補充又は追加をすることができる。ただし、当該書面が国際出願日から四箇月を経過する時までに提出することができる場合に限る。優先権の主張の補充には、４．１０に規定する表示の追加を含めることができる。

（ｂ） 出願人が第二十一条（２）（ｂ）の規定に基づいて早期の国際公開を請求した後に受理官庁又は国際事務局が受理した（ａ）に規定する書面は、当該請求が国際公開の技術的準備の完了前に取り下げられない限り、提出されなかつたものとみなす。

（ｃ） 優先権の主張の補充又は追加により優先日に変更が生じる場合には、先に適用された優先日から起算した場合にまだ満了していない期間は、変更された優先日から起算する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-47〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 優先日から１６月の期間又は、優先権の主張の補充若しくは優先権の主張の願書への追加により優先日について変更が生じる場合には、変更された優先日から１６月の期間のうちいずれか早く満了する期間内であれば、出願人は常に受理官庁又は国際事務局に提出する書面によって、優先権の主張の補充又は追加をすることができる。 
（×）　PCT規則26の2.1(a)。「常に」できるわけではない。ただし書部分に限定される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-12〕　特許協力条約に基づく国際出願の優先権に関して。

５ 出願人は、優先日から16月の期間又は、優先権の主張の補充若しくは優先権の主張の願書への追加により優先日について変更が生じる場合には、変更された優先日から１６月の期間のうちいずれか早く満了する期間内に、優先権の主張の補充又は追加を書面によりすることができるが、当該書面の提出先は受理官庁に限られる。
（×）　PCT規則26の2.1(a)。受理官庁又は国際事務局に提出できる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-17〕　特許協力条約で規定する国際出願に関して。
５ 国際出願日から４月を経過した後は、当該国際出願において、優先権の主張の追加をすることができない。
（〇）　PCT規則26の2.1(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-31〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 優先日を変更しない優先権主張を補充する場合、国際出願日から４月以内であれば常に優先権の補充が認められる。
（×）　PCT規則26の2.1(a)・(b)。(b)の国際公開請求のケースが、例外である。
★★★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
２６の２．２ 優先権の主張の欠陥

（ａ） 受理官庁又は、受理官庁が怠つたときは、国際事務局は、優先権主張に関して次のいずれかのことを認める場合には、出願人に対し優先権の主張の補充をするよう求める。

（ⅰ） 当該国際出願の国際出願日が、当該優先期間の満了の日の後であり、かつ、２６の２．３の規定に基づく優先権の回復の請求が提出されていないこと。

（ⅱ） 当該優先権の主張が４．１０に定める要件を満たしていないこと。

（ⅲ） 当該優先権の主張における表示がこれに対応する優先権書類に記載されている表示と合致しないこと。

（ⅰ）に規定する場合において、国際出願日が当該優先期間の満了の日から二箇月以内であるときは、当該受理官庁又は国際事務局は、２６の２．３の規定に従つて優先権の回復のための請求の提出の可能性を出願人に通知する。ただし、受理官庁が国際事務局に対して、２６の２．３（ａ）から（ｉ）までの規程が当該受理官庁によつて適用される国内法令と適合しないことを、２６の２．３（ｊ）の規定に基づき通知した場合は、この限りでない。

（ｂ） 出願人が、２６の２．１（ａ）に規定する期間の満了前に、優先権の主張の補充をする書面を提出しない場合には、当該優先権の主張は、（ｃ）の規定に従うことを条件として、条約の手続上行われなかつたものとみなし（「無効とみなす」）、受理官庁又は国際事務局は、その旨を宣言し、及び出願人に通知する。受理官庁又は国際事務局がその旨を宣言する前であり、かつ、当該期間の満了の後一箇月以内に受理した優先権の主張の補充をするいかなる書面も、当該期間の満了の前に受理したものとする。

（ｃ） 優先権の主張は、次のいずれかの理由のみでは無効とはみなさない。

（ⅰ） ４．１０（ａ）（ⅱ）に規定する先の出願の番号の表示が欠落していること。

（ⅱ） 優先権の主張における表示がこれに対応する優先権書類に記載されている表示と合致しないこと。

（ⅲ） 当該国際出願の国際出願日が、当該優先期間が満了した日よりも遅い日であること。ただし、国際出願日は当該満了の日から二箇月の期間内とする。

（ｄ） 受理官庁若しくは国際事務局が（ｂ）の規定に基づく宣言を行つた場合、又は（ｃ）が適用されるという理由のみで優先権の主張が無効とみなされなかつた場合には、国際事務局は、実施細則に定めるところにより、優先権の主張に関する情報及び国際公開の技術的な準備が完了する前に国際事務局が受理した出願人の提出した当該優先権の主張に関する情報を国際出願とともに公表する。国際出願の国際公開が第六十四条（３）の規定により行われない場合には、当該情報は、第二十条の送達に含める。

（ｅ） 出願人は、優先権の主張の補充又は追加を希望するが２６の２．１に規定する期間が満了している場合には、優先日から三十箇月を経過する前に、実施細則でその額を定める特別の手数料の支払を条件として、当該事項に関する情報を公表することを請求することができ、国際事務局は、速やかにその情報を公表する。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 優先権の主張は、先の出願の番号の表示が欠落しているという理由のみでは無効とはみなされない。
（〇）　PCT規則26の2.2(c)(i)。PCT規則4.10(a)(ii)参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-12〕　特許協力条約に基づく国際出願の優先権に関して。

４ 優先権の主張は願書において行われ、当該願書に記載する事項には先の出願の番号が含まれるが、当該先の出願の番号の表示が欠落しているという理由のみにより、受理官庁は優先権の主張を無効とみなすことができる。
（×）　前半は、PCT規則4.10(a)第２文により、正しい。後半は、PCT規則26の2.2(c)(i)により、誤り。この理由のみでは、無効と見なされない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条２〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
(ﾊ) 優先権の主張は、優先権の主張における表示がこれに対応する優先権書類に記載されている表示と合致しないとの理由のみでは無効とはみなさない。
（○）　PCT規則26の2.2(c)(ii)
★★★★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆
２６の２．３ 受理官庁による優先権の回復

（ａ） 国際出願の国際出願日が、当該優先期間の満了の日の後であるが、当該満了の日から二箇月の期間内である場合には、受理官庁は、出願人の請求により、かつ、（ｂ）から（ｇ）までの規定に従うことを条件として、当該受理官庁が採用する基準（「回復のための基準」）が満たされていること、すなわち、当該優先期間内に国際出願が提出されなかつたことが、次のいずれかの場合によると認めた場合には、優先権を回復する。

（ⅰ） 状況により必要とされる相当な注意を払つたにもかかわらず生じた場合

（ⅱ） 故意ではない場合

各受理官庁は、これらの基準のうち少なくとも一を適用するものとし、また、これらの両方を適用することができる。

（ｂ） （ａ）の規定に基づく請求は、次のとおりとする。

（ⅰ） （ｅ）に規定する期間内に当該受理官庁に提出すること。

（ⅱ） 当該優先期間内に国際出願を提出されなかつたことの理由を記載すること。

（ⅲ） 望ましくは（ｆ）の規定に基づき要求される申立てその他の証拠が添付されているものとすること。

（ｃ） 先の国際出願についての優先権の主張が当該国際出願に記載されていない場合には、当該出願人は、（ｅ）に規定する期間内に、２６の２．１（ａ）の規定に基づく優先権の主張を追加する書面を提出する。

（ｄ） （ａ）に規定する請求の提出は、（ｅ）に規定する期間内に回復請求手数料の受理官庁への支払を条件とすることができる。当該手数料の額は、受理官庁が定める。当該手数料の支払期間は、受理官庁の選択により、（ｅ）に規定する当該期間の満了の後最長二箇月の期間延長することができる。

（ｅ） （ｂ）（ⅰ）、（ｃ）及び（ｄ）に規定する期間は優先期間の満了の日から二箇月とする。ただし、出願人が、第二十一条（２）（ｂ）の規定に基づき早期の国際公開を請求する場合において、国際公開の技術的な準備が完了した後に（ａ）の規定に基づく請求若しくは（ｃ）に規定する書面で提出されたもの又は（ｄ）に規定する手数料で支払われたものは、当該期間内に提出されなかった又は支払われなかつたものとみなす。
（ｆ） 受理官庁は、事情に応じて相当の期間内に（ｂ）（ⅱ）に規定する理由の陳述を裏付ける申立てその他の証拠を提出することを要求することができる。

（ｇ） 受理官庁は、（ａ）の規定に基づく請求の全部又は一部に関し、拒否しようとすることについて事情に応じて相当の期間内に意見を述べる機会を出願人に与えることなく、これを拒否しない。受理官庁による拒否しようとする書面は、（ｆ）の規定に基づく申立てその他の証拠を提出する求めとともに出願人に送付できる。

（ｈ） 受理官庁は、速やかに次のことを行う。

（ⅰ） 国際事務局に（ａ）の規定に基づく請求の受理を通知すること。

（ⅱ） 当該請求に基づく決定すること。

（ⅲ） 出願人及び国際事務局に当該決定及び当該決定が基づいた回復のための基準を通知すること。

（ⅳ） （ｈの２）の規定に従うことを条件として、出願人から受領した（ａ）の規定に基づく請求に関する全ての書類（請求自体の写し、（ｂ）（ⅱ）に規定する理由の陳述及び（ｆ）に規定する申立てその他の証拠を含む。）を国際事務局に送付すること。

（ｈの２） 受理官庁は、次のことを認めるときは、出願人による理由を示した請求により、又は受理官庁の決定に基づき、（ａ）の規定に基づく請求に関して受領した書類又はその一部を送付してはならない。

（ⅰ） 当該書類又はその一部が国際出願について公衆に周知する目的に明らかに資さないこと。

（ⅱ） 当該書類又はその一部の公開又は公衆による利用により、いずれかの者の個人的な又は経済的な利益が明らかに損なわれること。

（ⅲ） 当該書類又はその一部を利用する優先的な公共の利益がないこと。

受理官庁は、書類又はその一部を国際事務局に送付しないことを決定する場合には、国際事務局にその旨を通知する。

（ｉ） 各受理官庁は、国際事務局に当該受理官庁が採用する回復のための基準及びこれに関する後の変更を通知するものとする。国際事務局は、当該情報を速やかに公報に掲載する。

（ｊ） 二千五年十月五日において（ａ）から（ｉ）までの規定が受理官庁によつて適用される国内法令に適合しない場合には、当該受理官庁がその旨を二千六年四月五日までに国際事務局に通告することを条件として、これらの規定は、その国内法令に適合しない間、当該受理官庁については、適用しない。国際事務局は、その通告を速やかに公報に掲載する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際出願の国際出願日が、優先期間の満了の日の後であるが、当該満了の日から２月の期間内である場合に、受理官庁は、規則に定められた所定の条件のもとに、当該受理官庁が採用する基準が満たされていること、すなわち、当該優先期間内に国際出願が提出されなかったことが、次のいずれかの場合によると認めた場合には、優先権を回復する。

（ⅰ）状況により必要とされる相当な注意を払ったにもかかわらず生じた場合

（ⅱ）故意ではない場合

各受理官庁は、これらの基準のうち少なくとも一を適用するものとし、また、これらの両方を適用することができる。
（〇）　PCT規則26の2.3(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-31〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 出願人の請求がなくても、優先権が回復される場合がある。
（×）　PCT規則26の2.3(a)など。問題文のような規定はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-52〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 優先権の回復について、国際予備審査機関が決定を行う場合がある。
（×）　PCT規則26の2.3(a)、PCT規則49の3.2(a)。受理官庁または指定官庁である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-12〕　特許協力条約に基づく国際出願の優先権に関して。

１ 国際出願の国際出願日が、当該優先期間の満了の日の後であるが、当該満了の日から２月の期間内である場合には、定められた手続に従うことを条件として、出願人の請求により、受理官庁が優先権を回復することがある。この場合において、当該請求に、当該優先期間内に国際出願が提出されなかったことの理由を記載すれば、当該受理官庁は、理由の陳述を裏付ける証拠を提出することを要求することができない。
（×）　前半は、PCT規則26の2.3(a)により、正しい。後半は、PCT規則26の2.3 (f)により、誤り。要求することができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-31〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 優先権の回復の請求は、優先期間満了の日から２月以内にすれば常に提出されたものとみなされる。
（×）　PCT規則26の2.3(e)ただし書
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-31〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 受理官庁は、当該受理官庁が採用した優先権の回復のための基準を後に変更することはできない。
（×）　PCT規則26の2.3(i)第１文。分かりにくい条文だが、そういうことらしい。
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